
 

 

 

 

超電導ケーブル導入時における系統事故の

影響と対応に関する研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増田 孝人 

  



 

 

目次 

超超電導ケーブル導入時における系統事故の影響と対応に関する研究 

Research on the impacts of grid accidents for superconducting cables and their 

countermeasures 

 

第１章 序論 1 

 1.1 高温超電導 BSCCO 線材の開発状況 1 

 1.2 超電導ケーブルの開発状況 4 

  1.2.1 超電導ケーブルのメリット 4 

  1.2.2 世界の超電導ケーブルの開発状況 7 

 1.3 超電導ケーブルの実系統運転 9 

  1.3.1 横浜プロジェクトシステム構成 9 

  1.3.2 実系統運転結果 9 

 1.4 超電導ケーブルの実用化の課題 11 

 第１章の参考文献 14 

   

第２章 超電導ケーブルの構造とその設計 16 

 2.1 超電導ケーブル構造の概要 16 

  2.1.1 単心型ケーブル 16 

  2.1.2 三心一括型ケーブル 17 

  2.1.3 三相同軸型ケーブル 17 

 2.2 電流設計 18 

  2.2.1 各層の電流均流化 18 

  2.2.2 横浜プロジェクトの設計 21 

 2.3 電気絶縁設計 23 

  2.3.1 PPLP の特性 23 

  2.3.2 試験電圧 24 

  2.3.3 絶縁設計 25 

 2.4 まとめ 26 

 第２章の参考文献 27 



 

 

第３章 短絡事故時における影響検討 29 

 3.1 実系統における短絡事故 29 

 3.2 短絡電流対策と超電導ケーブル設計 32 

  3.2.1 短絡電流迂回構造 33 

  3.2.2 短絡電流通電直後の定格電圧課電試験 37 

 3.3 40m 超電導ケーブルでの短絡電流影響検証 39 

  3.3.1 40m 超電導ケーブル試験システム 39 

  3.3.2 短絡電流通過後の温度、圧力変化 42 

  3.3.3 試験結果の解析 47 

 3.4 長尺超電導ケーブルへの影響検討 50 

  3.4.1 計算モデルと計算条件 50 

  3.4.2 31.5kA/2sec 時の温度、圧力上昇 51 

  3.4.3 10kA/2sec 時の温度、圧力上昇 52 

 3.5 まとめ 55 

 第３章の参考文献 56 

     

第４章 地絡事故時における影響検討 57 

 4.1 実系統における地絡事故 57 

 4.2 断熱管保護方法の検討 59 

  4.2.1 保護層材料の検討 59 

  4.2.2 ケーブルコア形状での影響検討 62 

  4.2.3 試験結果の考察 64 

  4.2.4 保護層材料の再検討 67 

  4.2.5 アラミド繊維と紙を保護層にした縦添えシート試験 68 

  4.2.6 断熱管貫通有無の地絡条件 69 

 4.3 液体窒素漏洩時の影響検討 70 

  4.3.1 小型マンホールを用いた試験と解析 70 

  4.3.2 1/4 モデルマンホールを用いた液体窒素漏洩試験 74 

 4.4 まとめ 78 

 第４章の参考文献 79 



 

 

第５章 事故時の対応方法の提案 80 

 5.1 短絡事故時の対応 80 

  5.1.1 最大圧力の軽減方法 80 

  5.1.2 即時再送電可能な条件の検討 81 

 5.2 地絡事故時の対応  83 

  5.2.1 実規模マンホールでのシミュレーション 83 

  5.2.2 液体窒素が漏洩しない場合の挙動解析 85 

 5.3 まとめ 87 

 第５章の参考文献 88 

   

第６章 総括 89 

 6.1 本研究の意義 89 

 6.2 本研究の成果のまとめ 89 

 6.3 超電導ケーブル実用化へ残された課題 92 

     

付録 長尺超電導ケーブルのシミュレーション手法 94 

  

謝辞 100 

  

本研究に関して発表した論文 101 

 

 



1 

 

第１章 序論 

 

 超電導現象は、1911年カーマリン・オンネスによって発見され、極低温に物体を冷

却すると電気抵抗がゼロになる現象である。また、超電導体は、超電導体内部の磁場

を排除して内部磁場をゼロにするマイスナー効果の特性を有している。 

 1950～60 年代にかけて、NbTi、Nb3Sn などの金属系超電導体による超電導線材が

開発され、MRI、NMR などのマグネットや、核融合・加速器などの大型マグネットに

利用されてきた。これらの超電導体の臨界温度は非常に低く、液体ヘリウム(沸点-

269 ℃)が冷媒として用いられていた。 

 1980 年代後半に発見された高温超電導体は、超電導となる臨界温度が液体窒素の沸

点である-196 ℃を越えるため、従来の超電導材料と比べて、冷却コストを大幅に低減

することができると期待されている。尚、高温超電導体の名称はそれまでの超電導体

と比べて臨界温度が相対的に高いことに由来している。 

 高温超電導体は、これまで、ランタン系を始めとし、イットリウム(YBCO)系、ビス

マス(BSCCO)系、水銀系などの酸化物に多く発見されている。また、最近では、臨界

温度は液体窒素温度よりも低いが、MgB2、FeAs などの金属化合物も発見されている。

その中で、住友電工では、BSCCO線材の開発に注力し、現在では、77Kでの臨界電流

値（Ic）が 200 A を超える線材が市販されている。 

 本章では、1.1 節で研究対象である超電導ケーブルに用いた BSCCO 線材の開発状況

を説明した後、1.2 節で超電導ケーブルの適用のメリットや世界の開発例、1.3 節で横

浜プロジェクトにおける超電導ケーブル実系統運転の成果を記述する。さらに 1.4 節

で、実用化までの課題の一つとして、超電導ケーブルの事故時挙動把握と対策をあげ、

本論文のテーマとして選んだ理由や重要性について記述する。 

 

1.1 高温超電導 BSCCO線材の開発状況 

 

 BSCCO 線材は、粉末を金属（銀）パイプに充填して複合加工することにより、容易

に長尺線材に加工することが可能であり、その線材化が他の高温超電導体に先行して

進み市販されている。 図 1.1-1 に、住友電工が開発した BSCCO 線材の外観と断面の

一例を示す(1)。断面写真から判るように多数の超電導フィラメントが銀合金に包まれ

ている構造である。これにより、元来硬くて曲げられないセラミック材料であるビス

マス系超電導体に可とう性を持たせることができている。 
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図 1.1-1 BSCCO 線材とその断面(1) 

 

 この BSCCO 線材の液体窒素温度（77K）での臨界電流値（Ic）の向上を示したもの

を図 1.1-2 に示す(2)。特に 2003 年頃において、加圧焼結法(1)が導入され飛躍的に Ic

が向上しており、77K の Ic が 200A を超える線材が市販されるようになった。尚、最

近では量産性の向上に向けた取り組みも行われている。 

 これらの線材が超電導マグネットや超電導ケーブルに使われる場合は、大きな電磁

力に耐えるための機械強度や、ケーブル製造時や布設時に必要な曲げ特性が線材に要

求される。これらの機械特性を向上させるために、超電導線を補強材でサンドイッチ

する構造が開発された。図 1.1-3 は、BSCCO 線材に 20μm のステンレステープ

（Type HT-SS）あるいは 50μm の銅合金（Type HT-CA）を用いて補強した超電導

線材の引張強度を示したものである(2)。液体窒素中で線材に引張応力を与えながら Ic

を測定したもので、図中の数値は 95%の Ic を維持する応力、歪みを示している。補

強を行わない線材（Type H）と比べて、機械特性が向上していることが判る。 
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図 1.1-2 BSCCO 線材の臨界電流値(Ic)の変遷(2) 

 

 

図 1.1-3 BSCCO 線材の引張機械特性(2) 
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1.2 超電導ケーブルの開発状況 

 

1.2.1 超電導ケーブルのメリット 

 1.1 節で紹介した BSCCO 線材を適用している応用の一つに、超電導ケーブルがあ

る。超電導ケーブルは、電流が通過する導体部分に超電導体を用いることで、高い電

流密度で電流を流すことができるため、コンパクトな形状で大電流を送電することが

でき、その実用化が望まれてきた。 

 図 1.2.1-1 は、東京電力と住友電工で開発した 66kV 級三心一括型の超電導ケーブ

ル(3)である。この超電導ケーブルの導入ケースとして、東京電力管内にある 275kV の

地中ケーブルで構成される「都内導入系統」への適用を検討した。 

 電力需要の増加に伴い遠方大規模電源を増強する際には、それに合わせて 275kV 系

の都内導入系統も拡充する事になっている。これを既存の 275kV ケーブルで構築しよ

うとすると、新たに洞道（内径 2.1m）の建設が必要である。しかしながら、特に都

内においては地下空間に他の公共インフラ等が集中しており、新たな洞道を建設する

ことが非常に困難になっている。これに対して超電導ケーブル技術を適用すると、既

存 275kV CV ケーブルと同容量の電力を内径 150mm の既設管路に収容可能な 66kV

超電導ケーブルで構築可能である。図 1.2.1-2 に既存の 275kV CV ケーブルを用いた

場合の系統構成例と、66kV 超電導ケーブルを用いた場合の系統構成例、および両者の

サイズ比較を示す(4)。また、それらの諸元を表 1.2.1-1 に示す。図からわかるとおり、

超電導ケーブルを適用することで洞道新設が不要となり、また既設管路の有効活用も

可能なため、建設コストを大幅に低減できる。また超電導ケーブルは非常に低損失で

あるため冷却に必要な電力を考慮しても、送電ロスを半分程度まで低減でき、CO2 削

減が可能となる。 

 図 1.2.1-3、図 1.2.1-4 は、上記での適用例において、常電導ケーブル（275kV）

と超電導ケーブル(66kV)を適用した場合の建設コストと送電損失の比較を示したもの

である。コストを算出するうえで使用した主な部材のコストを表 1.2.1-2 に示す。超

電導ケーブルの場合は、現状(2020 年)での値と、低コスト化が進んだ場合に予想され

るコストを想定して計算を行ったものである。 

 図 1.2.1-3 の建設コストの値は、CV ケーブルケースを１とした場合の超電導ケーブ

ルケースを相対値で表した。計算結果では、現状では超電導ケーブル、冷却システム

のコストが大きく、土木費低減のメリットを打ち消しほぼ同レベルとなるが、線材、

冷却システムのコストが半減化すれば、建設コストを 60%に低減できるものと考えら

れる。 

 また、図 1.2.1-4 の送電損失の計算条件を表 1.2.1-3 に示す。計算は横浜プロジェ

クトでの超電導ケーブル実証運転から得られたデータを用いるケースと、将来の性能

向上を用いたケースで比較した。尚、超電導ケーブルの損失の内訳は冷凍機の COP
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（性能係数：77K の発熱１Ｗを冷却するのに必要な電気動力の逆数）を考慮した値に

なっている。また、比較のためのＣＶケーブルの損失は 100W/m としている。実証ケ

ーブルのデータでは、CV ケーブルの 2.5 倍程度であるが、将来値では、超電導ケーブ

ルの送電損失はＣＶケーブルの約60 %に低減できることが判る。さらなる損失低下、

冷凍機効率の向上により、超電導ケーブルのメリットがさらに大きくなると期待され

る。 

 

 

 

図 1.2.1-1 66kV 級三心一括型超電導ケーブル(3) 

 

 

 

図 1.2.1-2 超電導ケーブルの適用例(4) 
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表 1.2.1-1 CV ケーブルと超電導ケーブルの諸元 

項目 CVケーブル 超電導ケーブル 

容量・回線数 350 MVA×3回線 350 MVA×3回線 

定格電圧、電流 275 kV / 0.75 kA 66 kV×3 kA 

回線長 10 km 10 km 

布設形態 新設洞道 既設管路 

 

表 1.2.1-2 計算に使用した主な構成機器のコスト 

項目 CV ケーブル 超電導ケーブル 

（2020 年） 

超電導ケーブル 

(将来) 

ケーブル 200 k\/m 回線 ― ― 

超電導線材 ― 10 \/Am 5 \/Am 

冷却システム ― 30 M\/kW 15 M\/kW 

工事費用 3 M\/m 50 k\/m 50 k\/m 

 

 

 

図 1.2.1-3 建設コストの比較（相対値） 
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表 1.2.1-3 送電損失の計算条件 

項目 横浜プロジェクト 将来性能 
交流損失 2.5 W/m/ph@3 kA 1 W/m/ph@3 kA 
誘電損失 0.1W/m/ph@66kV 0.1W/m/ph@66kV 
断熱管損失 2.5 W/m 1.8 W/m 
機器損失 800W/基 700W/基 
冷却システム COP 0.04 0.1 

 

 

 
 

図 1.2.1-4 送電損失の比較 

 

1.2.2 世界の超電導ケーブルの開発状況 

 超電導ケーブルの実用化に向けて世界各国で開発が進められている。世界で実系統

運転された超電導ケーブルを、表 1.2.2-1 に示す。 

 米国では、2005～2010 年に DOE プロジェクトにおいて、Albany、Long Island、

Ohio にて、それぞれ 34kV、138kV、15kV の数百ｍの超電導ケーブルが実系統に接

続され、実証運転が行われた(5)(6)(7)。最近では、シカゴにおいて、限流機能付きの超

電導ケーブルを建設し運転する DHS(米国国土安全保障省)プロジェクトが計画され、

2021 年 9 月に運転を開始したとの報告があった(8)。 

 欧州では、2015 年から独 Essen において、10kV/1km の超電導ケーブルが郊外の

変電所から、市内の変電所を結ぶ線路に導入され、現在も運転されている(9)。また、
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ベルリンでは、世界最長になる 20km 長超電導ケーブルの計画が検討されている(10)。

ロシアでは、St. Petersburg で DC 20kV のケーブルの建設が行われている(11)。 

 韓国では、22kV、154kV の超電導ケーブルがソウル近郊の変電所と済州島で実系

統に接続され実証運転が行われた(12)(13)。また、韓国電力が商用線として、22kV の超

電導ケーブルを導入し、2019 年 11 月に実系統での運転が始まった(14)。 

 中国においては、上海市にて、1.2km の超電導ケーブルが導入され、2021 年 12 月

に運転が開始された（15）。深圳市でも 10kV 超電導ケーブルの建設も進んでいる(16)。 

 日本においては、東京電力の旭変電所（横浜）において、66kV級の超電導ケーブル

が建設され、実系統に接続された実証運転が行われた(17)。実証運転は、2012 年～

2013 年に行われ、運転時の信頼性、安定性を実証した。その後、効率の良い冷凍機が

開発され、冷凍機を入れ替えて新たに実系統での運転が 2017 年 3 月～2018 年 4 月

まで実施された(18)。昭和電線ホールディングスは、2020 年に横浜市にある化学工場

に 200m 長の三相同軸型超電導ケーブルを建設し、2021 年 9 月まで実証試験が行わ

れた(19)。 

 このように、世界各国で超電導ケーブルの実系統での運転検証や計画が進行してお

り、実系統運転の実績が積まれつつある。 

 

表 1.2.2-1 世界の超電導ケーブル実系統運転実施・計画状況 

 プロジェクト AC/D
C 

電圧
kV 

電流
kA 

長さ 

m 場所 線材 備考 

日
本 

横浜 PJ AC 66 3.0 250 Grid（旭変電所） Bi 2012～2013 運転 
2017～2018 運転 

昭和電線 AC 6.6 不明 200 供給線、試験線 Y 三相同軸型 

米
国 

Albany AC 34.5 0.8 350 Grid（配電線） Bi/Y 2008 年運転終了 
OHIO AC 13.2 3.0 200 Grid（変電所） Bi 2012 運転終了 
LIPA AC 138 2.4 600 Grid（送電線） Bi/Y 運転終了 
Hydra AC 13.8 4.0 200 Grid（送電線） Y 2021/9 運転開始 

欧
州 

Essen (独) AC 10 2.3 1,000 Grid（送電線） Bi 2014/4～運転継続 
VNIIKP（露） AC 20 1.4 200 工場試験終了 Bi  

中
国 

上海 PJ AC 35 2 1.200 Grid（送電線） Y 2021/11 運転開始 
シンセン供
電局 AC 10 不明 400 Grid Y 2021/9 運転開始 

韓 
国 

JEJU DC 80 6.25 500 Grid  Y 2014 系統接続 
JEJU AC 154 1.87 1,000 Grid  Y 2015 系統接続 
シンガル AC 23 1.26 1000 Grid Y/Bi 2019～運転継続 
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1.3 超電導ケーブルの実系統運転 

 

 横浜プロジェクトでは、超電導ケーブルの実系統運転の検証を行うため、東京電

力・旭変電所（横浜）に 66kV 級超電導ケーブルシステムを建設し、実際に実系統に

接続し送電を行うことに成功した。以下にその概要と運転結果を示す。 

 

1.3.1 横浜プロジェクトシステム構成 

 超電導ケーブルの実線路での運転を行うため、66kV/200MVA 級の超電導ケーブル

を東京電力・旭変電所に布設した。そのレイアウトを図 1.3.1-1 に示す。システムは、

240m 級の超電導ケーブル、端末、ジョイント、冷却システムから構成されている。

ケーブルの片側は変圧器の 66kV 側端部に、反対側は 66kV 母線に接続されており、

実系統送電の一部に用いられた。また、超電導ケーブルは、冷却システムにより液体

窒素が循環され、-200℃程度に維持されている。 

 

 

図 1.3.1-1 実証ケーブルレイアウト（旭変電所）(17) 

 

1.3.2 実系統運転結果 

 本超電導ケーブルシステムは、2012～2013 年と 2017～2018 年の 2 回に分けて

実系統接続が行われた。1 回目と 2 回目の試験結果を図 1.3.2-1 と図 1.3.2-2 に示

す。それぞれ、運転期間中の送電電流、超電導ケーブルの液体窒素入口温度、液体

窒素の圧力、流量を示したものである。 
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 1 回目の実証運転では、送電電流が図のように変動するものの、温度、圧力、流

量は所定の範囲に制御することができた。途中、冷凍機の性能が徐々に低下したた

め、ケーブル運転温度を徐々に上昇させて対応した。また、メンテナンスのための

運転中断期間はあったが、送電に支障を与えることなく運転を実施することができ

た。 

 ２回目の検証試験においては、冷凍機を入れ替えたことにより、温度は一定に制

御され、大きな中断もなく安定に運転することができた。 

 

 

図 1.3.2-1 1 回目の実系統運転結果(20) 

 

 

図 1.3.2-2 ２回目の実系統運転結果(18) 

 

 図 1.3.2-3 に旭変電所での試験実施経過と図 1.3.2-4 に超電導ケーブル導体層の臨

界電流（Ic）測定結果を示す。Ic 測定の結果から、約 7 年後の実証運転終了後におい

ても、初期の性能を維持していることが確認された。尚、超電導シールド層は、両端

で各相が短絡され、外部へつながる電流リードが設けられていないため、Ic 測定は行

えていない。 

 また、実系統運転終了後、超電導ケーブルは解体・撤去された。撤去したケーブル

から短尺サンプルを切り取り、出荷時と同じ試験である、交流耐電圧試験（AC90kV、

3 時間）、雷インパルス耐電圧試験（±385kV、3 回）を行い、それぞれの試験をクリ

アした。この結果から、当該超電導ケーブルは初期と同等の性能が有していると考え

られ、超電導ケーブルの長期性能が良好であることが確認された。 
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図 1.3.2-3 実証ケーブルの試験履歴(18) 

 

 

図 1.3.2-4 実証ケーブルの Ic 測定結果(18) 

 図中の第１回～第 7 回と図 1.3.2-3 中の各試験との関係は以下となる。 

 第１回―性能試験①、第２回―性能試験②、第３回―性能試験③、 

第４回―系統接続運転①途中で実施、第５回―残存試験①、第６回―性能試験④、 

第７回―残存試験② 

 

1.4 超電導ケーブル実用化の課題及び本研究の目的 

 

 超電導ケーブルは電力を送電するケーブルであるので、発電所や変電所から需要地

に安定に電力を届けることが最も重要な役割といえる。そういう意味では、1.3 節で

紹介した横浜プロジェクトでの超電導ケーブルは、2 回の 1 年間運転を実施し、特に

異常なく送電することができたので、実線路で使えることを証明したといえる。 

 一方、既存の電力ケーブルでもいえることであるが、長時間使用を続けることによ

る経年劣化や外的要因による損傷などでケーブルに不具合が起こり、大きな事故を引

き起こすことが考えられる。 

2011 2012 2013 2014 2017 2018

布設・組立 性能試験①
性能試験②

性能試験③
残存
試験①

性能
試験④

残存
試験②

系統接続運転①
（2012/10～2013/12)

系統接続運転②
（2017/3～2018/4)

休止（常温、3年間）

300K

70K
ヒートサイクル
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例えば、電線路や電力機器において二相あるいは三相の高電圧部が接触し導通状態

になった場合、短絡事故が発生する。この場合、二相間の負荷が極端に小さくなるこ

とから、大電流が流れることになる。例えば、66kV 系統での最大の短絡電流は

31.5kA である。この大電流によって、ケーブルや端末、ジョイント、周辺機器などを

焼損する危険性があることから、直ちに電流を遮断する必要がある。通常、電力シス

テムでは、短絡電流や過電流を検知する過電流保護リレー（過電流保護継電器）が備

えられている。この保護リレーは、一定以上の電流が流れた際に作動し、関連付けら

れた遮断器を動作させ、大電流を短時間で遮断できるようにしている。尚、保護リレ

ーが故障した場合を想定し、バックアップで動作する保護リレーも備えられているの

が通常である。66kV 系統において、最大の短絡電流 31.5kA が継続する最大時間は

2sec とされているが、これは予備の保護リレーが動作する時間を想定している。 

その他の事故としては、高電圧部とアース(接地)部分がショートして起こる地絡事

故がある。電力ケーブルの場合、主に電気絶縁層が何らかの理由で絶縁破壊した場合

に地絡事故が起こる。66kV 系統の場合、変圧器の中性点が抵抗接地されているため、

最大の地絡電流は 1.5 kA に抑えられている。この抵抗接地方式は、系統の中性点を抵

抗器を通して接地するもので、22kV～154kV において一般的に採用されている。 

地絡の場合も、系統から素早く切り離すために保護リレーシステムが構築されており、

最大の継続時間は 66kV 系統の場合 2sec が想定されている。 

 

超電導ケーブルを実線路で使用するには、上記のような事故に対する挙動を把握し、

公衆災害を引き起こさないように、対策を事前に施す必要がある。 

 超電導ケーブルシステムに想定される故障・事故を抽出し、それらの設備被害、人

的被害のレベルを考慮したリスクマップを図 1.4-1 に示す。特に、短絡事故や地絡事

故により超電導ケーブルの断熱管が破損した場合、あるいは液体窒素の圧力が上昇し

て断熱管が破裂した場合には、液体窒素が外部に噴出し、周囲の設備や人に冷却によ

る損傷や、閉塞空間に漏れ出した場合の酸欠などを引き起こし、公衆災害となる危険

性がある。 

 しかしながら、超電導ケーブルは、構造のコンパクト性、低損失の特性、低温での

電気特性などの技術開発が先行し、安定に送電することは検証されてきたが、これら

の事故に対する安全性やその対策については、十分に検討されてこなかったといえる。 
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図 1.4-1 超電導ケーブルシステムのトラブル・事故時影響度のリスクマップ 

  

 本研究では、超電導ケーブルに想定されている事故のうち、①超電導ケーブルに短

絡電流が流れた場合、②超電導ケーブルに地絡事故が起こった場合、の２ケースにつ

いて、模擬試験等でデータを収集し、実規模ケーブルを想定したシミュレーションを

行うことで事故時の現象を把握し、事故の影響を軽減する方策を提案することを目的

にした。 

 

 本論文の構成を以下に説明する。 

 第 2 章では、研究対象である超電導ケーブルの構造やその設計について記述する。

特に横浜プロジェクトの三心一括型超電導ケーブルに関して、低交流損失を実現でき

る各層電流を均流化する方法や、電気絶縁層の設計について記述し、横浜プロジェク

トでのケーブル設計結果を示す。 

  

 第３章では、短絡事故における超電導ケーブルへの影響について検討する。短絡事

故では事故点の周辺で大きな短絡電流が流れる。従って、超電導ケーブル以外の送変

電システムで短絡事故が起こった場合、その短絡電流が超電導ケーブルを通過する場

合がある。本章では、超電導ケーブル以外の事故で短絡電流が流れた場合を想定し、

模擬試験やシミュレーションにより現象の把握と解析を実施する。 
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 第４章では、地絡事故における超電導ケーブルへの影響について検討する。 

 本章では超電導ケーブル内で地絡事故が起こった場合に液体窒素が漏洩しないよう

に、断熱管を保護するための保護層の検討や、保護できなかった場合を想定し、液体

窒素がマンホールに漏洩した場合の影響について、模擬試験やシミュレーションによ

り現象の把握と解析を実施する。 

 

 第５章では、これら事故時の対応方法の提案を行う。第３章での短絡事故、第４章

での地絡事故の模擬試験やシミュレーションの結果を受けて、超電導ケーブルが実系

統に配備された場合を想定したシミュレーションを行う。短絡電流が通過する場合は、

外部への影響を及ぼさない方策や、事故後の早期の復帰を行う手法について提案する。

また、地絡事故においては、液体窒素が実規模レベルのマンホールに漏洩した場合を

シミュレーションし、その影響を解析する。また、液体窒素が漏洩しない場合の超電

導ケーブル内の圧力挙動について検討し、その影響の範囲や損傷の可能性を検討する。 

  

 第６章では、本研究の総括を行とともに、超電導ケーブルが実用化されるために必

要な残された課題についてもまとめる。 
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第２章 超電導ケーブルの構造とその設計 

 

 本章では、超電導ケーブルの構造と電気的設計手法について記述する。 

 2.1 節では、これまでに開発されている超電導ケーブルの構造として、単心型ケー

ブル、三心一括型ケーブル、三相同軸型ケーブルについて説明し、それぞれの特徴を

示す。 

 2.2 節では、横浜プロジェクトで開発された三心一括型超電導ケーブルでの電流設

計手法として、低交流損失を実現できる各層電流を均流化する手法について記述し、

横浜プロジェクトでの電流設計結果を示す。 

 2.3 節では、超電導ケーブルの電気絶縁材料として選ばれている PPLP の特性、試験

電圧の考え方について示し、同じく横浜プロジェクトでの電気絶縁層の設計結果を記

述する。 

 

2.1 超電導ケーブル構造の概要 

 

2.1.1 単心型ケーブル 

 図 2.1.1-1 に構造図を示す。断熱管の中にケーブルコアが１本あるタイプである。

ケーブルコアは、一般にフォーマ、超電導導体、電気絶縁層、超電導シールド層、保

護層からなる。液体窒素は、断熱管とケーブルコアの間のスペースを流れる。超電導

シールドには、導体と逆向きの電流が流れるように、ケーブル端部で三相のシールド

が短絡されており、導体から発生する磁界を外部に漏らさない工夫がされている。三

相交流を送る場合は、単心型ケーブル三本が必要となる。米国・LIPA ケーブル

(154kV)(1)など相対的に電圧が高いケースに採用されている。 

 

 

 

 

図 2.1.1-1 単心型ケーブルの構造 
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2.1.2 三心一括型ケーブル 

 図 2.1.2-1 に構造図を示す。断熱管の中にケーブルコアが 3 本あるタイプである。

ケーブルコアは、単心型と同じく、フォーマ、超電導導体、電気絶縁層、超電導シー

ルド層、保護層からなり、3 本のケーブルコアは撚り合わされている。液体窒素は、

断熱管とケーブルコアの間のスペースを流れる。このケーブルコア一本で、三相交流

を送電することができるので、よりコンパクトな形状となる。超電導シールドにも単

心型と同じように電流が流れ、磁界を漏らさない工夫がされている。相対的に電圧は、

中程度のケースに採用されており、実用性検証試験用ケーブル(66kV)(2)、横浜超電導

ケーブル実証プロジェクト(66kV)(3)、米国 Albany ケーブル(4)（34.5kV）、などで採

用されている。 

  

 

 

図 2.1.2-1 三心一括型超電導ケーブル構造 

 

2.1.3 三相同軸型ケーブル 

 図 2.1.3-1 に構造図を示す。断熱管の中にケーブルコアが 1 本あるタイプである。

ケーブルコアは、フォーマ、超電導導体（A相）、電気絶縁層、超電導導体（B相）、

電気絶縁層、超電導導体 (C 相)、電気絶縁層、電界シールド層（常電導）、保護層か

らなる。このように、三相が同軸状に形成されていることが特徴である。電気絶縁層

には、単心型、三心一括型とは異なり、相間電圧が印加される。また、三相電流が同

軸状に配置されていることから、外部への磁界は打ち消されるため、超電導シールド

層は配置されていない。液体窒素はフォーマ内とケーブルコアの外側の両方に流れる

ものが検討されている。相対的に低電圧で採用されており、OHIO ケーブル (5)

（13kV）、ESSEN ケーブル(6)（10kV）で採用されている。 
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図 2.1.3-1 三相同軸型超電導ケーブルの構造 

 

 横浜プロジェクトでは、東京電力の 66kV 級ネットワークに超電導ケーブルを適用

するものであったため、中程度の電圧レベルに適用し、コンパクトな形状を実現でき

る、三心一括型構造を採用した。次節以降では、この三心一括型超電導ケーブルの設

計例について説明する。 

 

 

2.2 電流設計 

 

2.2.1 各層の電流均流化 

 三心一括型超電導ケーブルの構造を図2.2.1-1に示す。ケーブル外径はφ150mmの

管路に引き込み可能なサイズとなっている。各相ケーブルコアは、フォーマ上に

BSCCO テープ線材を 4 層スパイラル巻きした超電導導体層、PPLP/LN2 複合電気絶縁

層、および 2 層の超電導シールド層で構成されている。このケーブルコアが三本撚り

合わされ、二重の SUS コルゲート管および多層断熱材で構成された真空断熱管に収容

されている。 

 

 超電導ケーブルで生じる損失は、導体層の交流損失 Wc、シールド層の交流損失 Ws、

絶縁層の誘電損失 Wd、フォーマに生じる渦電流損失 We、および断熱管を介した熱侵

入 Wh に分類でき、三心一括ケーブルのトータルの損失 W は(2.2-1)式で表される。 

 

𝑊 = (𝑊𝑐 + 𝑊𝑠 + 𝑊𝑑 + 𝑊𝑒) × 3 + 𝑊ℎ    --------------- (2.2-1) 
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図 2.2.1-1 三心一括型超電導ケーブルの構造(7) 

 

 ケーブルコアに生じる損失は、導体層およびシールド層に生じる交流損失が主にな

ることから、これら損失の低減が重要である。 

 超電導テープ線材を多層巻きした多層導体では、各層のインピーダンスの不整合に

より外側層に電流が集中する、いわゆる偏流現象が生じ、損失低減の観点から多層化

した意味がなくなる。この場合の導体交流損失 Wcは、多層導体を一体のバルク導体と

見なした場合のビーンモデルを前提とした(2.2-2)式で表される (8)。尚、z=It/Ic’ 

（Ic’ :中空導体部を同一径の中実導体と考えた場合の仮想的な臨界電流、It:通電電流）

である。尚、シールド層の交流損失 Ws も(2.2-2)式で同様に計算できる。 

 

𝑊𝑐 =
𝜇0𝑓𝐼𝑐′2

𝜋
{(1 − 𝑧) ln(1 − 𝑧) + 𝑧 −

𝑧2

2
}  ------------(2.2-2)  

 

多層導体の低損失化のためには、各層の撚りピッチ及び撚り方向を調整することに

より、主に各層のインダクタンスを整合させ均流化することが効果的であり(9)、理論

的には臨界電流付近で交流損失を 1/層数に低減できる(10)。 
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Superconducting

layers

PVC jacket

136mm
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corrugated pipes

former
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ピッチ調整による均流化を行うためには、まず各層のピッチと電流分布の相関を把

握する必要がある。そこで、導体部 4 層およびシールド部 2 層を有する多層スパイラ

ル導体を等価回路モデルで表し、各層の電流分布を計算し、その際の交流損失を計算

する。 

4層導体および2層シールド部の等価回路を図2.2.1-2に示す。フォーマ部を0層、

導体部を内層側より 1～4 層、シールド部を 5 および 6 層とする。各層のインダクタ

ンス Lij は(2.2-3)式のように軸方向磁界によるインダクタンス Lzij と周方向磁界によ

るインダクタンスLθijの和となり、各成分は(2.2-4)式および(2.2-5)式で表される。こ

こで、ri および pi はそれぞれ i 層目の層の半径、ピッチを表している。 

 

 

 

図 2.2.1-2 等価回路モデル 

 

𝐿𝑖𝑗 = 𝐿𝑧𝑖𝑗 + 𝐿𝜃𝑖𝑗-----------(2.2-3) 

 

𝐿𝑧𝑖𝑗 = 𝑘𝜇0𝜋
𝑚𝑖𝑛( 𝑟𝑖, 𝑟𝑗)2

𝑝𝑖𝑝𝑗
 [

𝑘 = 1: 𝑖, 𝑗層が同方向撚り

𝑘 = −1: 𝑖, 𝑗層が逆方向撚り
]  -------------(2.2-4) 

  

𝐿𝜃𝑖𝑗 =
𝜇0

2𝜋
ln (

𝑟𝑠

𝑚𝑎𝑥( 𝑟𝑖, 𝑟𝑗)
)  ---------------(2.2-5) 
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 また、等価回路方程式は(2.2-6)式で表される。ここで R0 はフォーマの抵抗、Ri は

ノリスの式を用いて計算した各超電導層の実効的な抵抗成分、Ri はシールド短絡部の

接続抵抗である。また、各層の電圧および電流値には(2.2-7)式の関係があり、初期条

件として各層の半径、ピッチ、素線 Ic を与えれば、(2.2-3)式～(2.2-7)式を用いて各

層の電流分布を計算することができる。これから、均流化されるように各層の撚り条

件を決定することができる。 

 

[

𝑉0

𝑉1

⋮
𝑉6

] = [

𝑅0 + 𝑗𝜔𝐿00 𝑗𝜔𝐿0𝑖 ⋯ 𝑗𝜔𝐿06

𝑗𝜔𝐿10 𝑅1 + 𝑗𝜔𝐿1𝑖 ⋯ 𝑗𝜔𝐿16

⋮ ⋮ ⋱ ⋮
𝑗𝜔𝐿60 𝑗𝜔𝐿6𝑖 … 𝑅6 + 𝑗𝜔𝐿66

] [

𝐼0

𝐼1

⋮
𝐼6

]  -------------(2.2-6) 

 

𝑉0 = 𝑉1 = 𝑉2 = 𝑉3 = 𝑉4 = 𝑉𝑐0      𝐼0 + 𝐼1 + 𝐼2 + 𝐼3 + 𝐼4 = 𝐼𝑎𝑙𝑙 

𝑉5 = 𝑉6 = −𝑟𝑗𝐼𝑠         𝐼5 + 𝐼6 = 𝐼𝑠     ----------------- (2.2-7) 

 

2.2.2 横浜プロジェクトの設計 

 東京電力の旭変電所では、66 kV 系統の変圧器定格容量は 200 MVA であり、電流

容量に換算すると 1750 A が定格電流となる。変圧器の過負荷耐量は過負荷電流値ご

との許容時間を表した過負荷耐量曲線図で表されるが、その代表的な値としては、

135 %過負荷に対して連続運転可能な事である。従って、系統側からは、1750×

1.35=2363A の連続運転が可能であることが要求特性であった。 

 一方、1.2.1 項で述べたように、CV ケーブルと比較するためには、350MVA 級の容

量をもつ超電導ケーブルが必要となる。350MVA に相当する電流は、3kA である。こ

れより、本プロジェクトでは、3kA の電流が通電できるように超電導ケーブルを設計

することとした。 

 必要なケーブルとしての臨界電流値は、3000A×√2=4240A と計算できる。これに

25%の裕度を考慮し、5300A 以上の臨界電流値をもたせるように設計した。 

 最終的に設計した超電導ケーブルの構造を表 2.2.2-1 に示す。超電導導体は BSCCO

線材４層、超電導シールド部分は BSCCO 線材２層で構成されている。ここで、

BSCCO 線材は、住友電工の標準線材である DI-BSCCO Type HT 線材を用いたが、全

てを Type HT 線材で構成すると導体とシールドの交流損失の和は 2W/m/ph@2kA と

計算される。プロジェクトの開発目標を、定格電流 1750A を考慮し 1W/m/ph@2kA

としていたが、この目標を達成するため、導体の３層目と４層目に交流機器用途向け

に開発した低損失型 Type ACT 線材を適用した。Type HT 線材と Type ACT 線材を図

2.2.2-1 に示す。尚、Type ACT 線材は、超電導フィラメントにツイストを施してお

り、平行磁場中における交流損失を線材レベルで 1/3 に低減することができる。 
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 最終的な横浜プロジェクト用超電導ケーブルの仕様を表 2.2.2-1 に、前項の方法に

よって導体、シールド層の均流化を行った結果として、各層の直径とスパイラルピッ

チを表 2.2.2-2 に示す。また、本ケーブルの交流損失特性を評価した結果を、図

2.2.2-2 に示す。2 kArms 通電時の損失は 0.8W/m/ph であり、目標値の 1W/m/ph 

以下の低損失化を達成した。尚、超電導導体及び超電導シールドの Ic は、それぞれ

77K の温度で、6100A、7100A であり、上述した Ic 5300A を上回り、交流 3 kA が

通電できることも確認している。 

 

 

 

 

図 2.2.2-1 住友電工製 BSCCO 線材 Type HT 線と Type ACT 線材(11) 

 

表 2.2.2-1  横浜プロジェクトの超電導ケーブルの仕様 

Items Specifications 

Core Former Cu stranded (140mm2) 

HTS 

Conductor 

4 layers (HT / HT / ACT / ACT) 

Dielectric PPLP 7mmt 

HTS Shield 2 layers (HT / HT) 

Protection Cu tape (80mm2) 

3-core stranding Tight 3-core stranding 

Thermal insulation 
Double-corrugated stainless steel 

pipes & multilayer vacuum insulation 

Sheath 
PVC, stainless steel tension member 

tapes 
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表 2.2.2-2 均流化設計した導体、シールドの直径とスパイラルピッチ 

部位 線材種類 半径（ｍｍ） スパイラルピッチ

(mm)、巻方向 

導体１層目 Type HT 18.9 160、S 

導体２層目 Type HT 20.0 400、S 

導体３層目 Type ACT 21.1 480、Z 

導体４層目 Type ACT 22.2 150、Z 

シールド１層目 Type HT 38.4 270、S 

シールド２層目 Type HT 39.5 330、S 

 

 

図 2.2.2-2 実証超電導ケーブルコアの交流損失測定結果(11) 

 

2.3 電気絶縁設計 

 

2.3.1 PPLP の特性 

 超電導ケーブルは、運転時に液体窒素で冷却されるので、その電気絶縁部分も冷却

される。開発当初、CV ケーブルに採用されているポリエチレン等の固体絶縁も候補に

挙がったが、極低温での脆化や熱収縮によりクラックが入るなどの問題があった。一

方、OF ケーブルに採用されている絶縁紙は、極低温に冷やされてもクラックが入るよ

うなことがなく、熱収縮が生じても巻きピッチが多少変化することで機械的なストレ

スが緩和されるため、超電導ケーブルの電気絶縁材料に適していた。 

 PPLP（Polypropylene Laminated Paper）は、ポリプロピレンフィルムとクラフト

紙とが貼り合わさった半合成紙であり、優れた耐電圧特性、低い誘電損失をもってい

る。このPPLPを液体窒素で冷却した際の、交流電圧に対する耐電圧特性と部分放電特
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性とを図 2.3.1-1 に示す。 図の横軸は液体窒素の圧力を示しており、加圧することで、

液体窒素の気泡の影響が少なくなり、その特性が向上することが知られている。 

 
図 2.3.1-1 液体窒素冷却時の PPLP の AC 耐電圧、 

部分放電（PD：Partial Discharge）特性(12) 

 

2.3.2 試験電圧 

 電力ケーブルの場合、実線路に布設される前に、サンプルによる試験や出荷試験が

必ず行われ、その試験方法・試験条件は規格により定められている。超電導ケーブル

は新しいケーブルで、当時はまだ試験規格がなかったため、日本のOFケーブルの試験

規格である JEC-3401(13)を参考に以下のように試験電圧を定めた。 

 

(1) 交流耐電圧試験(14) 

 JEC-3401 より、試験電圧の計算方法を、(2.3.2-1)式に示す。  
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𝑉𝑎𝑐 =
𝑈𝑚

√3
× 𝑘1 × 𝑘2 × 𝑘3---------(2.3.2-1) 

            Vac : 交流耐電圧試験値（対地電圧） 

            Um: 66kV の系統最大電圧：72kV 

            k1: Life time factor 

 

𝑘1 = (
30𝑦𝑒𝑎𝑟𝑠

𝑡
)

1
𝑛

-----------(2.3.2-2) 

              t: 試験時間 

            n: n 値 

            k2: サンプルによるバラつき 1.1 

            k3: その他の要因 1.25 

 

 ここで、PPLP 絶縁のｎ値の測定値は、49 と報告されているが(15)、試験数が十分で

ないと判断し、ここでは、OF ケーブルで用いられている n 値 30 を 安全サイドとして

選択した。従って、試験時間を 3 時間とした場合、k1 は 1.46 と計算できる。これか

ら、試験電圧 Vac は、対地電圧 83.5 kV と計算されるが、ここでは、JEC-3401 に規

定されている対地電圧 90 kV を採択し、より厳しい試験電圧とした。 

 

(2) 雷インパルス耐電圧試験(14) 

 雷インパルスでの耐電圧試験値は、JEC-3401 から(2.3.2-3)式で表される。 

 

Vimp=LIWV×k4×k5------ (2.3.2-3) 

          LIWV: Lightning Impulse Withstanding Voltage, ±350 kV for 66 kV 

          k4: 温度計数： 1.0 

              OF ケーブルの k4 は 1.1 であるが、超電導ケーブルはその系統運転の間、 

            液体窒素温度に維持されているので、ここでは 1.0 とした。 

          ｋ5: その他の裕度： 1.1 

 これより、Vimp は、対地電圧±385 kV と計算できる。尚、ショットの回数は各３回

である。 

 

2.3.3 絶縁設計 

 2.3.2 項の交流耐電圧試験値、雷インパル耐電圧試験値から、それぞれに必要な絶

縁厚みを計算した。尚、基準となる電界は、交流では図 2.3.1-1 より、加圧液体窒素

で部分放電を起こさない電界として 20kV/mm を選定した。雷インパルスにおいては、

他所の試験値であるが、88kV/mm を採用した(16)。絶縁紙の厚みを、横浜実証ケーブ

ルの導体径から、絶縁内径φ23mm として、計算を行った。計算式を(2.3.3-1)式に示
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す。また計算結果を表 2.3.3-1、表 2.3.3-2 に示す。絶縁厚みは 5.3～5.5 mm 計算さ

れた。尚、実際に横浜プロジェクトで採用された絶縁厚みは、日本初の超電導ケーブ

ルであることを考慮し、さらに裕度をとって 7mm を選んだ。 

 

𝐸 = 𝑉/ {𝑟 × ln (
𝑟+𝑡

𝑟
)} --------------- (2.3.3-1) 

E : 許容ストレス、V :試験電圧、r :絶縁内半径、t :絶縁紙厚み 

 

 

表 2.3.3-1 66kV 級ケーブルの AC 設計結果 

項目 諸元 

考え方 試験電圧において部分放電が発生しないこと 

許容ストレス 20kV/mm 

試験電圧 AC 90kV 

絶縁厚み 5.5 mm 

 

表 2.3.3-2 66kV 級ケーブルの Imp 設計結果 

 実用性検証試験での方法 

考え方 試験電圧において破壊しないこと 

許容ストレス 88kV/mm 

試験電圧 雷インパルス ± 385kV 

絶縁厚み 5.3 mm 

 

2.4 まとめ 

 

 本章では、超電導ケーブルの構造と電気的設計手法について記述した。 

 2.1 節では、これまでに開発されている超電導ケーブルの構造として、単心型ケー

ブル、三心一括型ケーブル、三相同軸型ケーブルについて説明し、それぞれの特徴を

示した。それらの構造のうち、横浜プロジェクトでは 66kV 級の中程度の電圧レベル

に適用し、コンパクトな形状を実現できる三心一括型構造を採用した。 

 2.2 節では、横浜プロジェクトでの電流設計手法として、交流損失を最小にするた

めに各層電流を均流化する方法について記述し、計算結果として各層のスパイラルピ

ッチを決定した。その結果、短尺ケーブルの試験結果で超電導導体と超電導シールド

の交流損失の和が、１W/m/ph@2kA 以下になることを実証した。また、実系統に流

れる最大電流 2363A に対する臨界電流値の設計について示し、Ic が 5300A 以上の設
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計とした。結果として超電導導体層、超電導シールド層の Ic を、それぞれ 6100A、

7100A に設計した。 

 2.3 節では、超電導ケーブルの電気絶縁材料として選ばれている PPLP の特性として、

AC 耐電圧時の部分放電特性を示した。次に、超電導ケーブルの試験電圧の計算方法に

ついて記述し、交流耐電圧試験値が対地 90kV、雷インパルス耐電圧試験値が対地±

385kV であることを示した。それらの試験電圧と PPLP の特性から、電気絶縁層の厚

みを計算し、5.3～5.5mm の厚みが必要であることが判ったが、横浜プロジェクトで

は裕度を考慮し 7mm の厚みを選んだ。 
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第３章 短絡事故における影響検討 

 

本章では、超電導ケーブルの近傍で短絡事故が発生し短絡電流が超電導ケーブルに

流れた場合、過電流による発熱の影響で超電導ケーブルの超電導特性（Ic）の低下、

冷媒である液体窒素の温度・圧力の上昇や、その結果ケーブルの破裂などが心配され

る。従って、本章では短絡電流が流れた場合の超電導ケーブルへの影響を検討する。 

3.1 節では、横浜プロジェクトにおいて東京電力の旭変電所に布設した超電導ケー

ブルについて、その近傍で短絡事故が起こった場合に発生する短絡電流の大きさや持

続時間を検討する。 

3.2 節では、3.1 節で検討した短絡電流条件に耐える超電導ケーブル構造を検討する。 

また、検討した構造をもつ短尺ケーブルにて短絡電流を通過させ、設計の有効性を

確認する。 

3.3 節では、長尺超電導ケーブルに短絡電流が流れた場合の影響を調べるために、

40m 級超電導ケーブルシステムを構築し短絡試験を行うことで、温度・圧力のデータ

を収集し、開発したコードによる計算値との比較を行う。 

3.4 節では、実用化時を想定した 3km 超電導ケーブルにて、短絡電流が通過した際

の各部の温度・圧力の計算を行い、現象の把握や外部への影響について検討を行う。 

 

３.1 実系統における短絡事故 

 

 電力系統においてケーブルの短絡事故が起こった場合、定格電流に比べて非常に大

きな短絡電流が流れる。超電導ケーブル自身以外の事故により、短絡電流が超電導ケ

ーブルに流れた場合、その電流が Ic を超えると超電導線は超電導状態から常電導状態

に転移するため、大きな発熱が超電導ケーブル全体で発生することになる。この発熱

による超電導線へのダメージや、冷媒である液体窒素のガス化による圧力上昇がもた

らすケーブルの破裂や損傷及び周囲への影響が心配される。 

 短絡電流の影響を検討するには、実系統においてどういう短絡電流が流れるか分析、

調査することが重要である。ここでは、横浜実証プロジェクトで超電導ケーブルが布

設された東京電力・旭変電所において解析した短絡電流について記述する。 

 旭変電所における 66kV 側の電源設備構成も考慮し、超電導ケーブルが接続された

状態で、超電導ケーブルに流れる短絡電流を検討した。図 3.1-1 は旭変電所での超電

導ケーブルの接続構成を示しており、超電導ケーブルは 154/66 kV 主変 2 号変圧器の

2 次側に接続される。図 3.1-2 は実証試験時の系統構成を示しており、この系統図を

もとに短絡電流の計算を実施した(1)。 
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図 3.1-1 超電導ケーブル設備構成 

 

 短絡電流継続時間については主保護リレー動作時および遮断器の遮断失敗時などの

後備保護リレー動作時の保護シーケンスを考慮して算出された。旭変電所における母

線構成については供給信頼度、実証試験の継続性等を考慮して、主変１号変圧器を乙

母線に、主変 2、3 号変圧器を甲母線に接続させた。超電導ケーブルが影響を受ける事

故は、その様相から 17 パターンに集約できる。これらはさらに 3 つに大別される。図

3.1-2 に示した囲み数字はそれぞれ事故の様相により分類された番号を示している。

○囲み数字(7～9)は超電導ケーブル直近（バンク保護リレー保護範囲内）で事故が発

生する場合で、バンク保護リレーが動作し、バンク両端の遮断器がトリップする結果、

事故直後の課電通電が「無」となる場合である。一方、□と△の囲み数字はいずれも、

バンク保護リレーの保護範囲外で事故が発生する場合で、□(3,10)は事故除去直後の

課電通電が「無」となる場合、△（1,2,4～6,11～17）は「有」となる場合である。

なお、バンク保護リレーの保護範囲外での事故を「もらい事故」と呼ぶこととする。 
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図 3.1-2 短絡電流計算に用いた系統図および事故パターン(1) 

 

 図 3.1-3 に短絡電流および事故継続時間の計算結果を示す。図 3.1-3 には上述した

○、□、△のプロットに加え、塗りつぶしたプロット●、■、▲も示してある。塗り

つぶしていないプロットについては主保護リレーが動作した場合であり、塗りつぶし

たプロットは主保護リレーが不動作もしくは遮断失敗などにより、結果として後備保

護リレーが動作して事故除去される場合である。なお、図 3.1-3 中には系統機器に求

められる短絡電流のスペックである 31.5 kA-2 sec もあわせて掲載した。 

 図 3.1-3 から超電導ケーブルコアに流れる短絡電流条件を求めたところ、事故直後

の課電通電が「無」となる短絡事故は 0～18 kA-2 sec および 0～10 kA-3 sec の範囲

におさまることがわかった。一方、事故直後の課電通電が「有」となる短絡事故は 0

～10 kA-2 sec の範囲におさまることが判明した。 
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図 3.1-3 短絡電流計算結果(2) 

 

3.2 短絡電流対策と超電導ケーブル設計 

 

 3.1 節において、横浜プロジェクトの短絡電流解析で、超電導ケーブルの直近事故

の場合、実際に流れる最大の短絡電流は 18kA/2sec であることが判った。この場合、

直近のバンク内事故であり、即時再送電は行われない。ただし、横浜プロジェクトで

は、最大の短絡電流は遮断器の規格にある 31.5kA/2sec とした。一方、事故後の課電

通電有、すなわち即時再送電を行う必要がある場合の短絡電流の最大は 10kA/2sec で

あった。 

 31.5kA/2sec の短絡電流を超電導状態で流すには、非常に多くの本数の超電導線材

が必要で、ケーブルの寿命期間に発生するかしないかの短絡電流のために、定格電流

の 10 倍以上を流すための超電導線材を用いることは不経済であるといえる。例えば、

超電導線 1 本あたりの Ic を 200A とすれば、短絡電流 32kA を Ic 以下で流そうとする

と、32000×√2/200=226 本が、少なくとも必要になる。2.2 節で検討した横浜ケー

ブルでは導体 Ic が 6000～7000A で、実際の本数は 50 本程度であったことを考える

と、短絡電流を超電導状態で流そうとすると非常に多くの超電導線が必要になる。 

 従って本節では、短絡電流が流れた場合は超電導状態から常電導状態に転移して抵

抗による発熱が発生することを許容することとし、その発熱による温度上昇を抑制す

る構造を検討した。 

 また、31.5 kA の短絡電流条件は、超電導ケーブル直近で事故が発生した場合であ

り、短絡電流通過直後に送電されることはない。しかしながら、「もらい事故」の場
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合は、即時再送電が行える状態でなければならない。本節では、もらい事故の最大電

流「10 kA、2sec」に対してケーブルが即時課電可能なことも検証した。 

 

「もらい事故」について以下補足説明する。 

 超電導ケーブルの極近傍で短絡事故が発生した場合、事故点は大きなダメージを受

けており、すぐに電力は送電できない状態になる。事故点が極近傍であるので、事故

部分と超電導ケーブルとは一つの送電線路とみなされ、系統からすぐに切り離され、

超電導ケーブルは電力をすぐに送電することはない。 

 一方、超電導ケーブルの遠方で短絡事故が起こった場合、やはり事故点は大きなダ

メージを受けすぐに電力は送電できない状態になる。しかしながら、この事故点を含

む一部の送電線路は切り離され、並列している別の送電線路で電力送電がすぐに再開

される。この場合は、超電導ケーブルに短絡電流が流れたあと、すぐの電力送電が行

われる。これを自分自身の事故ではなく、他からの「もらい事故」と呼んでいる。 

 

3.2.１ 短絡電流迂回構造 

 短絡電流が流れた場合、超電導状態を維持できないことを許容し、抵抗による発熱

が発生しても、ケーブルが健全である設計とする。そのためには、臨界電流以上の短

絡電流が流れた場合に、超電導線材以外の常電導保護層に電流を分流させ、発熱を小

さくすることで、温度上昇を抑制する必要がある。ここでは、それが可能な構造とし

て、導体層では超電導線材を巻き付けるフォーマに短絡電流が分流できる設計を採用

した。また、超電導シールドにおいても、短絡電流通過時には同レベルの電流が誘導

されると想定され、シールドにも短絡電流を分流する常電導シールド層を設けること

とした。 

 横浜プロジェクトの超電導ケーブルでは、ケーブル外径をコンパクトにするため、

超電導線の機械特性を考慮して、表 2.2.2-1 に示すように外径 18 mm（断面積

140mm2）の銅撚線フォーマを用いた。また、超電導シールド層の外側に銅シールド

層（断面積 80mm2）を設けた。これらの、フォーマ、銅シールド層が、温度抑制に

機能するか否かを調べるために、シミュレーションと短尺ケーブルによる試験を行っ

た(3)。 

 

(1) シミュレーションによる検討 

 31.5 kA、2sec の短絡電流が流れた際のケーブルコア内の温度上昇シミュレーショ

ンを実施した結果を図 3.2.1-1 に示す。シミュレーションは、ケーブルコア断面半径

方向の一次元円筒モデルを使い、断熱条件において、超電導層の過電流特性や常電導

層の熱物性値の温度依存性を考慮した過渡電流分布解析及び過渡熱伝導解析の連成に
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より実施した。超電導導体層及び超電導シールド層の温度上昇（△T）は、それぞれ約

120 K、約 110 K であった。 

 

 

図 3.2.1-1 シミュレーションモデルの概要と解析結果 

 

(2) 短尺サンプルでの短絡電流試験 

 超電導ケーブル導体に最大 31.5 kA、2 秒の過電流が流れても導体が健全であるこ

と を 確 認 す る た め 、 図 3.2.1-2 に 示 す 短 絡 発 電 機 （ 容 量 400MVA （ √ 3 ×

13.2kV×17.5kA））を用いた試験設備にて、過電流が流れた際の温度上昇の確認及

び、過電流が超電導特性に与える影響について検証した。 

短絡試験は、図 3.2.1-3 に示すように、約 2.7 m の 2 本の超電導ケーブルコアを並

べ、2 本のコアのシールド層を短絡、閉回路とした状態で導体層に直列往復通電を行

うことで、シールド層に遮蔽電流を流す方式とした。試験サンプル及び試験場の写真

を図 3.2.1-4 に示す。試験サンプルの諸元は表 3.2.1-1 に示すとおりであり、フォー

マ（140 mm2）、超電導導体 4 層、超電導シールド 2 層、銅シールド層（80 mm2）

でケーブルコアを構成している。試験サンプルの導体層の臨界電流（Ic）は 6300 A、

シールド層 Ic は 7700 A であり、計測素子として、短絡電流印加時のケーブルコア内

部温度上昇を計測するための熱電対と、シールド層の誘導電流を計測するためのロゴ

スキーコイルが取り付けられている。 

 31.5 kA、2sec の短絡電流印加時の導体層及びシールド層の電流波形を図 3.2.1-5

に示す。シールド層には導体層とほぼ逆位相の電流が誘起されるが、シールド層の温

度上昇と共に誘導電流は減衰していく。 

 過電流印加時の導体の温度上昇を図 3.2.1-6 に示す。最大 31.5 kA、2sec 印加時の

温度上昇は、超電導導体層で約 120 K、超電導シールド層で約 110 K である。同図中

には、31.5 kA、2sec の短絡電流を印加した場合のシミュレーション結果も示してい

るが、試験結果はシミュレーション結果とよく一致していることが判る。 

 短絡電流試験後の導体の健全性を確認するために実施した臨界電流測定結果を、試

験前の測定結果と合わせて図 3.2.1-7 に示す。試験前後において、導体層及びシール

フォーマー

ＨＴＳ導体

絶縁層

ＨＴＳシールド

銅シールド層

r
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ド層の臨界電流に変化は見られず、最大 31.5 kA、2sec の短絡電流に対してケーブル

コアにダメージが発生しないことを確認した。 

 

 

図 3.2.1-2 短絡電流試験回路の概要 

 

 

 

図 3.2.1-3 短絡電流試験サンプルの概要(4) 

 

  

図 3.2.1-4 試験サンプル及び試験場の写真 

 

Ｇ(大型)
 短絡電流用

ＢＵ ＭＳ
(ON)

ＤＳ(489)

ＰＴ

ＤＯ

VCB ＴＲ(6.6kV／0.55kV)

Ｓｈ(100kA／5V)

ＤＯ

ＰＴ
(1100V／110V)

ＭＳL ”ＴＰ”CB (短時間31.5kA対応)
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表 3.2.1-1 超電導ケーブル導体の諸元 

構造 超電導線材 外径(mm) 備考 

フォーマ  18 Cu 撚線フォーマ(140mm2) 

HTS 導体層 HT/HT/ACT/ACT 22 4 層 

主絶縁層  35 PPLP 

HTS シールド層 HT/HT 37 2 層 

Cu シールド層  43 銅テープ（80mm2） 

臨界電流 

 

導体 Ic＝6300 A、シールド Ic＝7700 A 

(定義：1 μV/cm、77 K) 

 

 

図 3.2.1-5 短絡電流試験時の電流波形(4) 

 

 

図 3.2.1-6 短絡電流試験時の導体温度上昇(5) 
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図 3.2.1-7 短絡電流試験前後の臨界電流測定結果 

 

3.2.2 短絡電流通電直後の定格電圧課電試験 

 超電導ケーブル導体にもらい事故による短絡電流が流れた直後に、対地定格電圧

(66kV/√3=38.1kV) 以上の「40 kV」が課電可能か検証した。 

 試験回路の概要は図 3.2.2-1 に示す通りであり、短絡発電機を用いて短絡電流を印

加した直後に課電回路に切り替え、連続課電を実施した。短絡電流印加後に連続課電

に切り替える時間は約 50 msec である。なお、本試験では、シールド層を接地した状

態で、短絡電流を導体層のみに印加し、直後に導体層に対して対地 40 kV の課電を実

施した(4)。 

 試験サンプルは、図 3.2.2-2 に示すように、中心にジョイント部を、端部にストレ

スコーンを有する約 4m のケーブルコアである。試験サンプル及び試験場の写真を図

3.2.2-3 に示す。 

  図 3.2.2-4 は、導体層に 10 kA、2sec の過電流を印加した直後に、40 kV の課電を

実施したときの電流及び電圧波形を示している。このとき、試験サンプルは絶縁破壊

することなく安定に連続課電できることを確認した。 
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図 3.2.2-1 短絡電流事故後の課電試験回路 

 

 

図 3.2.2-2 もらい事故模擬課電試験サンプルの概要(4) 

 

 

図 3.2.2-3 試験サンプル及び試験場の写真 

Ｇ(大型)
 定常電流～短絡電流

ＢＵ ＭＳ
(ON)

ＤＳ(489)

ＰＴ

ＤＯ

VCB ＴＲ(6.6kV／0.55kV)

Ｓｈ(100kA／5V)ＤＯ

ＤＯ

ＰＴ
(1100V／110V)

ＭＳL ”ＴＰ”

MCCB

AC220V
分岐

L

ＴＣ ＴＲ(220V/88kV)Mctt

CB

CB (極間50kV耐圧対応)

CB (極間50kV耐圧対応)

ＤＯ

10kA通電対応

40kV課電対応

21.5kW

端末

標準コンデンサ

短絡発電機端子

ジョイント部

ストレスコーン

試験容器
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図 3.2.2-4 もらい事故模擬課電試験時の電流・電圧波形(4) 

 

3.3 40m超電導ケーブルでの短絡電流影響検証 

 

 これまで述べたように、66kV 級超電導ケーブルを実系統に導入した場合、短絡事故

が発生することで定格を超える過大な電流がケーブルに流れる。将来的に超電導ケー

ブルが、例えば都市部における変電所間を結ぶようなケースに適用された場合は、km

級の長尺ケーブルとなるため、短絡電流通過による発熱が長尺ケーブルにどのように

影響するかを検討しておく必要がある。 

 km級の超電導ケーブルにおける短絡事故を試験により検証することは非常に困難な

ため、現象を模擬するような解析コードの開発が必要である。ここでは、解析コード

の開発に向けた基礎特性の取得のため、40m 超電導ケーブルシステムで短絡電流模擬

試験を行い、温度や圧力特性を取得した。ここでの短絡事故は、超電導ケーブルの外

側で二相短絡事故が起こった場合を想定している。また、そのデータをもとに、解析

コードを開発した。尚、解析コードの開発はプロジェクトメンバーである早稲田大学

が主に担当したため、付録にてその概要を説明する。 

  

3.3.1 40m超電導ケーブル試験システム 

 短絡電流通過時の長尺ケーブルへの影響を調査するために、40m 長の超電導ケーブ

ルシステムを構築した(6)。試験に用いた超電導ケーブルの構造を表 3.3.1-1 に示す。

試験用ケーブルは 66kV、2kA の送電容量をもつが、表 3.2.1-1 に示す超電導ケーブ

ルよりは線材本数が導体で 35 本、超電導シールドで 24 本少ない。線材 1 本あたりの

Ag 断面積は 0.64m2、補強用 Cu は 0.54mm2 であるので、臨界電流を超えた場合に

電流が迂回する Cu や Ag の断面積は、導体で 43mm2、超電導シールドで 30mm2 少
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なくなる。このことを考慮し、本試験でのフォーマと Cu シールド層は、それぞれ

200mm2、114mm2 とし、表 3.2.1-1 のケーブルよりも大きくしている。尚、三心の

超電導ケーブルコアのうち、二心が超電導線の導体、シールドをもち、残り一心は Cu

線を用いたダミーである。 

 構築した 40m 級超電導ケーブルシステムの外観写真を図 3.3.1-1、システム構成の

概略図を図 3.3.1-2、各部のセンサー取付け位置を図 3.3.1-3 に示す。試験は二相往

復通電で行うため、端末 A 側で超電導ケーブルコアを電源と接続し、端末 B 側で超電

導ケーブルコアを短絡している。液体窒素は端末 B 側から注入し、ケーブル内を流れ、

端末 A 側から冷却システムへ戻っていく循環冷却方式とした。短絡電流試験時の温度

や圧力の変化をケーブル内に配置した測温抵抗体や端末部に取付けた圧力計で測定し

た。 

 

表 3.3.1-1 40m 級超電導ケーブルの構造(6) 

Cable components Specifications 

Former Cu stranded conductor (cross section area 200 mm2) 

SC conductor 2 cores with DI-BSCCO TM tapes、Ic=4240A  

1 core with Cu tapes  

Electric insulation PPLP（thickness :7mm ） 

SC shielding conductor 2 cores with DI-BSCCOTM tapes、Ic=5060A 

1 core with Cu tapes 

Cu shielding conductor 3 layers with Cu tapes (cross section area 114 mm2） 

Protection layer Cloth tape 

Cryostat Stainless corrugated pipes with thermal insulation  

 

 

 

図 3.3.1-1 40m 級超電導ケーブル試験システム外観写真(6) 
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図 3.3.1-2 40m 級超電導ケーブル試験システム構成図(6) 

 

 

図 3.3.1-3 センサー等配置図(6) 

 

 ここで、超電導ケーブルに大電流を流すために、3.3kV の工場系統から変圧器と超

電導ケーブルの L（インダクタンス）を補償する補償用コンデンサーを用いて、図

3.3.1-4 に示す回路を構成した。系統側の容量の問題で、電流値と電流継続時間には

制限があり、31.5kA、2sec の電流は流せなかったが、3.3.2 項で示す２ケースについ

て試験を行った。 
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図 3.3.1-4 40m 試験における回路構成図(6) 

 

3.3.2 短絡電流通過後の温度、圧力変化 

(1) 大電流通電試験 

 系統側の制限から、本回路に流せる最大電流として、28.5 kA、0.6 sec の通電試験

を行った。液体窒素のケーブル入口温度と圧力は、68 K, 260 kPaG、液体窒素の流量

は 42 L/min である。通電した導体電流と誘導されたシールド電流の測定結果を図

3.3.2-1 に示す。シールド電流の誘導率は 80%程度であるが、これは Ic を超える電流

が流れたために、シールド側に抵抗が発生したためと考えられる。 

この時のケーブル内部の温度変化を図 3.3.2-2、圧力と流量の変化を図 3.3.2-3 に示

す。測定された温度上昇の最大は、TC1 で２K であった。温度上昇のピークは時間と

ともに、下流側の TC2、TC3 に移っていくことが観察された。TC1、 TC5 は超電導通

電相にセンサーが取り付けられているため、内部での発熱の影響が直接的に影響して

いると思われる。一方、TC2、TC3、TC4 は、ダミー相にセンサーが取り付けられて

いるので、流れている液体窒素の温度を反映していると考えられる。TC5 の２つ目の

ピークが TC4 のピークから遅れて発生するのもこのためである。 

 圧力については、最大圧力上昇は 20 kPa であり、すぐに減少した。同じタイミン

グで流量の低下が観測されたが、ケーブル側の圧力が上がったためと考えられ、ケー

ブルの圧力が下がると流量も復帰している。 
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図 3.3.2-1 28.5 kA、0.6 sec 時の導体とシールド電流(6) 

 

 

図 3.3.2-2 28.5 kA、0.6 sec 時のケーブル内液体窒素の温度変化(6) 
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図 3.3.2-3 28.5 kA、0.6 sec 時のケーブル圧力と流量の変化(6) 

. 

(2) エネルギー等価試験 

 次に 31.5kA、2sec の電流が流れた際に発生する熱量 12MJ（短尺試験から推定）

と等価の熱量が発生する条件として、16 kA 、8.4 sec を選んで通電試験を行った。

試験時のケーブル入口温度、圧力は、70 K、260 kPaG 、液体窒素の流量は 42 L/min

である。通電した導体電流と誘導されたシールド電流の測定結果を図 3.3.2-4A、トラ

ンス二次側の電圧を図 3.3.2-4B に示す。また、この時のケーブル内部の温度変化を図

3.3.2-5、圧力と流量の変化を図 3.3.2-6 に示す。尚、測定した電流、電圧から計算し

たエネルギー量は約 10MJ であった。 

 

図 3.3.2-4A 16 kA、8.4 sec 時の導体とシールド電流(6) 
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図 3.3.2-4B 16 kA、8.4 sec 時の電圧（トランス二次側） 

 

図 3.3.2-5 16 kA、8.4sec 時のケーブル内液体窒素の温度変化(6) 
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図 3.3.2-6 16kA、8.4 sec 時のケーブル圧力と流量の変化(6) 

 

 最大の温度上昇は、TC1 と TC5 で約 14K であった。大電流通電試験と同様に、温

度のピークは、下流側の TC2、TC3、TC4 に移っていくことが観察された。一方、圧

力上昇の最大値は、図 3.3.2-6 に示す Peak A で、約 230 kPa であった。このピーク

はすぐに下がったが、新たなピークとして Peak B が発生することが観察された。この

２つのピークについては、次項にて原因を検討する。 

 大電流通電試験、エネルギー等価試験終了後、導体の Ic を測定したところ、試験前

と比べて変化がないことを確認した。Ic 測定時の電流、電圧特性を図 3.3.2-7 に示す。

通電前後での Ic は同じで、4150A であった。この測定結果から、これらの通電におい

て超電導ケーブルの Ic 特性に劣化がないことを確認した。 
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図 3.3.2-7 通電前後での導体 Ic 測定結果(6) 

 

3.3.3 試験結果の解析 

 16kA-8.4sec を通電した際の試験結果の内、ケーブル内各部の温度変化の様子を図

3.3.3-1 に示す。尚、本図には、付録で示す解析コードを用いた解析結果も記載した。

ケーブル各部の液体窒素温度 TC2、TC3、TC4 は入口側から出口側に向かって徐々に

ピーク値が現れ、その値も大きくなる。これは、液体窒素が上流から下流に流れる過

程で、ケーブル部で発生した熱を受け取っていくためである。解析結果について、ピ

ーク値は多少ずれているが、実測結果を概ね模擬できている。 

 また、圧力に関しては、図 3.3.2-6 に示すように、通電直後の急激な圧力上昇

（Peak A）と時間経過後の緩やかな圧力上昇（Peak B）の 2 種類が確認された。これ

らの圧力上昇について考察する。 

 Peak A はケーブルコア通電直後に発生していることから、液体窒素の気化が要因と

考えられる。短絡電流が流れることで導体層やシールド層が発熱し温度が上昇するが、

液体窒素の沸点を超えるとガス化起こり、圧力が上昇する。図 3.3.3-2 に各試験条件

における圧力の実測値と導体層及びシールド層の導体温度の計算値を示す。図より、

シールド層の導体温度が 88K を超えたところから、圧力の実測結果が急上昇している

ことが判る。これは、200kPaG における液体窒素沸点が 88K であることから、シー

ルド層の導体温度が 88K を超えた場合、液体窒素が気化したためと推定する。尚、導

体層はシールド層より温度上昇が大きいが、熱伝導の悪いPPLPで覆われているため液

体窒素との熱交換がすぐに行えないため、圧力上昇に寄与していないと考えられる。

これより、短絡電流が流れた際にシールド層付近の液体窒素が気化したことが圧力上
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昇の要因と推定され、液体窒素の気化は相変化であるので「急」な圧力上昇につなが

ったといえる。 

 一方、Peak B に関しては、通電時から遅れて発生している。試験から時間が経過す

ると液体窒素がケーブル部の熱を吸収し、その温度が上昇する。液体窒素の温度が上

昇すると体積が膨張するが、ケーブルシステムは液相と気相を含む閉ループであるこ

とから、液相の体積膨張の分、気相の体積が収縮する。よって、ケーブルシステムの

圧力が上昇する。この変化は、液の熱容量のため、温度上昇は「ゆっくり」とした変

化になるので、圧力上昇も「ゆっくり」となる。また、ケーブルシステム内では温度

が上昇した液体窒素が冷凍機で冷却され、再び液体窒素の体積が収縮する。しばらく

時間が経過すると液体窒素の温度が試験前の初期状態に復帰することから、圧力も温

度下降に伴い低下していき、初期状態に復帰する。この圧力の変化の様子が Peak B の

様相と一致することから、液体窒素の体積膨張が Peak B の圧力上昇の要因と推定され

る。 

 図 3.3.3-3 に、圧力の実測値と、付録に示す解析手法で求めた圧力変化の解析結果

を併せて示す。解析では液体窒素の気化に関しては考慮していないので、Peak A は計

算できていないが、Peak B については圧力がゆっくりと上昇し、その後初期状態に復

帰する様子を模擬することができている。 

 

 

図 3.3.3-1 温度変化の実測値とシミュレーション結果(7) 
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図 3.3.3-2 各試験電流での実測圧力とシールド部温度 

 
 

 

図 3.3.3-3 圧力変化の実測値とシミュレーション結果(7) 
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3.4 長尺超電導ケーブルへの影響検討 

 

 長尺超電導ケーブルの温度、圧力をシミュレーションするコード（付録参照）を用

いて、実規模レベルの長尺ケーブルに短絡電流が流れた場合の超電導ケーブルの挙動

をシミュレーションした。実規模級のシステムに関する解析として、3km の超電導ケ

ーブルシステムに関する解析を行った。 

 

3.4.1 計算モデルと計算条件 

 実線路をイメージした 66kV/200MVA 級の 3km システムの計算モデルを図 3.4.1-

1 に示す。ケーブルは常時と予備の 2 回線で送電するシステムで、それぞれの回線は

各冷却システムにて冷却される。液体窒素は各回線を巡回し、共通のリターン管にて

冷却システムに戻ってくるものとした。この場合、ケーブル 1 回線がトラブルにより

送電停止しても、残り 1 回線で電力を送電することができる。 

 尚、計算では、どちらか片側の回線に短絡電流（二相短絡）が流れた場合を想定し

て計算を行うものとし、ケーブル入口から出口までの温度、圧力分布を計算した。計

算に用いたケーブル構造を表 3.4.1-1、計算条件を表 3.4.1-2 に示す。計算にはリタ

ーン管部の熱損は考慮していない。また、冷凍機の冷却容量は十分あるとして、ケー

ブル入口温度は常に一定に保たれるものと仮定した。 

 

 

 

図 3.4.1-1 66kV 超電導ケーブルシステム概要図(7) 
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表 3.4.1-1 解析に用いたケーブル構造(7) 

Items Specifications 

Rated voltage  66 kV  

Nominal current 2 kA 

Cable Type 3 cores in a cryostat 

Cable Core Former Cu stranded (140mm2) 

HTS 

Conductor 

4 layers (with BSCCO tapes) 

Critical current: 6.9 kA @77 K 

Dielectric PPLP 7mmt 

HTS Shield 2 layers (with BSCCO tapes) 

Critical current: 7.3 kA @77 K 

Protection Cu tape (80mm2) 

3-core stranding Tight 3-core stranding 

Cryostat 
Double-corrugated stainless-steel 

pipes & multilayer vacuum insulation 

 

表 3.4.1-2 3km システム計算条件 

項目 諸元 備考 

ケーブル入口温度 67K  

リザーバ圧力 0.8 MPaG LN2 がガス化しない圧力を選択 

流量 60L/min  

交流損失 1W/m/ph 誘電損含む 

断熱管侵入熱 2 W/m @2kA 

ジョイント損失 60W/箇所 @2kA 

 

3.4.2 31.5kA/2sec 時の温度、圧力上昇 

 3km 超電導ケーブルに 66kV 系統の最大短絡電流条件である 31.5kA/2sec の短絡

電流が流れた場合の温度、圧力の時間変化を計算した。尚計算においては、短絡通過

時の発熱は、先の 40m ケーブルの実測値から表 3.4.2-1 に記載した発熱が発生するも

のとした。尚、計算に用いたリザーバタンクの気相体積は横浜プロジェクトでの実際

の値である 5500L としている。 

 ケーブル長手方向の液体窒素の温度の計算結果を図 3.4.2-1 に示す。ケーブル中の

液体窒素の温度は短絡電流通過後、その発熱により上昇していくが、ケーブル入口側

から冷やされた液体窒素（67K）が流入してくるので、ケーブル入口(0m)温度は、常

に 67K になっている。1000m、2000m、3000m 部の温度は、温度上昇後、上流側

からの冷やされた液体窒素により、ある時間が経てば、温度は下降に転じる。尚、液

体窒素の温度は、3000m 地点の約 3000 秒後に最大 112K となる。 
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 一方、圧力の計算結果を図 3.4.2-2 に示す。圧力は、同じく 3000 秒後に最大

3MPaG まで上昇する結果となった。これは、3.3 節の Peak B の解析で検討を行った

通り、液体窒素が温度上昇することでその体積が膨張し、リザーバタンク部の気相部

を押し上げることによるものである。断熱管の破裂圧力は 15MPaG 以上であるので、

破裂は起こらないことが判った。 

 ケーブル内部の温度分布の計算結果を図 3.4.2-3 に示す。超電導シールドの温度は、

最大 170K まで上昇するが、その構造上、液体窒素にて冷却されやすい配置にあるた

め、比較的早く冷却され温度が下降している。一方、超電導導体部の温度は、140Kま

で温度上昇した後、ゆっくりと下降している。これは、超電導導体を覆っている電気

絶縁層のPPLPの熱伝導率が小さく、すぐには冷却されないことを示している。計算で

は、短絡電流が通過した後、1 時間以上は導体部の 2kA 通電時の臨界温度 92K を超え

た状態が続いており、即時再送電は不可能となる。これらの温度、圧力上昇への対応

策については、第５章で検討する。 

 

表 3.4.2-1 31.5kA/2sec 時の計算条件 

項目 諸元 

短絡時の導体発熱量 74.0kW/m/ph 

短絡時のシールド発熱量 88.6kW/m/ph 

 

3.4.3 10kA/2sec 時の温度、圧力上昇 

 次に、3km 超電導ケーブルに横浜実証ケーブルで短絡電流通過後、即時再送電が必

要な最大短絡電流である 10kA/2sec が流れた場合の計算を行った。短絡通過時の発熱

は、表 3.4.3-1 に記載する。また、計算に用いたリザーバタンクの気相体積は 5500L

である。 

 温度、圧力の時間変化を図 3.4.3-1、図 3.4.3-2 に示す。計算結果より、出口温度

は最大 77K、圧力は最大 1.1MPaG の計算結果となった。また、ケーブル内部の温度

変化を図 3.4.3-3 に示す。超電導導体部の温度が 76K まで上昇しているが、２kA 時

の臨界温度 92K を超えていないことが判る。本ケースの場合、発熱量が小さいことか

ら、温度、圧力ともに、大きな変化はなく、即時再送電が可能であると考えられる。 

 

表 3.4.3-1 10kA/2sec 時の計算条件 

項目 諸元 

短絡時の導体発熱量 3.4 kW/m/ph 

短絡時のシールド発熱量 0.8 kW/m/ph 
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図 3.4.2-1 31.5kA/2sec 時のケーブル各部の温度変化(7) 

 

 

図 3.4.2-2 31.5kA/2sec 時のケーブル各部の圧力変化(7) 

 

 

図 3.4.2-3 31.5kA/2sec 時のケーブル内部の温度分布（3km 地点）(8) 
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図 3.4.3-1 10kA/2sec 時のケーブル各部の温度変化 

 

図 3.4.3-2 10kA/2sec 時のケーブル各部の圧力変化 

 

図 3.4.3-3 10kA/2sec 時のケーブル内部の温度変化(3km 地点)(8) 
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3.5 まとめ 

 

 本章では、超電導ケーブルに短絡電流が流れた場合の現象解析や、その対応につい

て検討した 

 3.1 節では、東京電力の旭変電所での短絡電流解析から、即時再送電が不要な場合

は最大で 18kA、2sec、即時再送電が必要な場合は最大で 10kA、2sec の短絡電流が

流れることが判った。ただし、即時再送電不要な場合の最大短絡電流条件は、遮断器

の規格から 31.5kA、2sec とした。 

 3.2 節では、上記の条件をもとに横浜プロジェクトの超電導ケーブルの構造を検討

し、短絡電流が流れた場合、銅撚線フォーマや銅シールドに電流が迂回するように設

計し、フォーマ、銅シールドのそれぞれの断面積を 140mm2、80mm2 とした。この

構造をもつ短尺ケーブルで 31.5 kA、2sec の短絡電流試験を実施し、各部の温度上昇

がシミュレーション結果とよく一致すること、試験前後で試験サンプルに臨界電流特

性の劣化がないことを実証し、本設計が有効であることを示した。 

3.3 節では、長尺超電導ケーブルに短絡電流が流れた場合、その発熱による液体窒

素の温度・圧力への影響を調べるため、40m 超電導ケーブルシステムを構築し、短絡

模擬試験を実施した。温度の実測値は開発した計算コードによる計算値と概ね一致す

ることが判った。圧力については２つのピークが発生することが判り、peak A につい

ては、超電導シールド層の発熱による液体窒素の気化が原因であることを示した。

peak B についてはシステム内の気相体積の変化によるものと推定し、計算コードに反

映した。 

 3.4 節では、実用化時を想定した 3km 超電導ケーブルをモデルとして、短絡電流が

通過した際の各部の温度・圧力を開発したコードで計算を行い、現象の把握を行った。

31.5kA、2sec の場合、液体窒素の温度・圧力は、それぞれ 3000 秒後に 112K、

3MPaG の最大値をとるが、断熱管の破裂圧力 15MPaG よりは小さく破裂は起こらな

いことが判った。導体部の温度解析から超電導導体の温度は１時間以上 92K（2000A

での導体臨界温度）を超えており、即時再送電ができないことが判った。一方、10kA、

2sec の場合は超電導部の温度は 76K までしか上昇せず、超電導状態を維持することが

できるので、即時再送電が可能であることが判った。 
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第４章 地絡事故時における影響検討 

 

 本章では、超電導ケーブル内で絶縁破壊による地絡事故が起こった場合について検

討する。 

 4.1 節では、従来の電力ケーブルに地絡事故が起こった場合の例を紹介するととも

に、超電導ケーブルの場合は断熱管破損による液体窒素の漏洩が周囲へ影響及ぼすリ

スクがあることを示す。 

 4.2 節では、液体窒素の漏洩を防ぐために、断熱管の保護方法として、保護層の材

料や構成を地絡模擬試験により検討した。 

 4.3 節では、事故により液体窒素がマンホールに漏洩した場合を検討する。1/4 モデ

ルマンホールを用いて漏洩試験を行い、内部の圧力や温度変化を測定するとともに、

シミュレーション手法を開発し実験結果との比較を行う。 

 

4.1 実系統における地絡事故 

 

 実系統に布設されている電力ケーブルに地絡事故が起きると、ケーブルが破壊され

送電が停止するだけでなく、火災が発生し、周囲を巻き込む大事故や公衆災害につな

がる危険性がある。最近では、2016 年に埼玉県「新座洞道」で発生した地絡事故があ

る(1)。この事故は、新座市にある東京電力の地下送電設備（洞道）から出火したもの

である。洞道内の高圧送電ケーブルは、新座変電所から豊島変電所へ伸びるもの（城

北線）で、火災による焼傷のため送電が停止し、東京都の中心部である新宿区や千代

田区など延べ 58 万戸が停電した。東京電力は配電網を調整したため、停電については

1 時間程度で解消した。死傷者は出なかったもののサーバのダウンやエレベーターの

閉じ込めが相次いだ。 消火活動は、洞道と並行する国道 254 号を交通規制して行われ

たが、横坑への注水が難航し、鎮火は翌日未明となった 

 この事故について、東京電力パワーグリッドが事故現場の状況をもとに原因を推定

したところ、18 本の送電ケーブルのうち 1 本のケーブルの絶縁状態に異常があったこ

とが判った（図 4.1-1）。このケーブルの接続部分だけが内部から膨張して破裂して

いたとのことで、破裂したケーブルの接続部分で「地絡」が発生したと推定している。

この地絡の原因は特定されていないが、ケーブルの老朽化などによって内部に何らか

の異常か生じ、絶縁体の機能が失われて絶縁破壊を起こし地絡につながったとものと

考えられる。 
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図 4.1-1 地中ケーブルの地絡事故(1) 

 

地絡は高電圧部から地面に向けて瞬間的に大電流が生じる現象であり、電流のエネ

ルギーで火災を引き起こすおそれがある。事故が起きた送電ケーブルは OF（Oil-

Filled）ケーブルが使われており、OF ケーブルは導体の外側に巻いた紙（絶縁紙）に

油をしみこませる構造になっているため、地絡によりこの油に引火して火災を引き起

こしたと考えられる。 

 超電導ケーブルに絶縁破壊が起こり、地絡事故が発生した場合、どのような現象が

起こるのか事前に検討し、公衆への影響を最小限にとどめる対策を検討する必要があ

る。超電導ケーブルはOFケーブルとは違い、液体窒素が電気絶縁層に浸漬しているた

め、絶縁破壊時にアークが発生しても、この液体窒素に引火することはないと考えら

れる。しかしながら、絶縁破壊により、断熱管を破壊し、液体窒素が漏洩したり、内

部の液体窒素がガス化し、断熱管を破裂させたりする懸念がある。万一、液体窒素が

外部に漏洩した場合は、近接する構造物に損傷を与える危険性がある。また、漏れ出

した液体窒素がガス化し、そのガスがマンホールなどの密閉した空間に溜まり、その

空間の酸素濃度を下げ、酸欠を引き起こす危険性がある。 

 超電導ケーブルに地絡事故が起こった場合、どのような現象が発生するのかは、ま

だ十分に検討や考察されたことがなかった。次節以降で、超電導ケーブルの地絡事故

模擬試験やシミュレーションを行い、その現象を把握し、事故時の対策を検討する。 
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4.2 断熱管保護方法の検討  

 

本節では、超電導ケーブルの内部で絶縁破壊が生じ地絡が発生した際に、断熱管へ

の影響を把握するために、シートを用いた基礎試験で断熱管を保護する材料の選定や

構成の基礎検討を実施した。その基礎試験をもとに、ケーブルコアを用いた試験にお

いて、保護層の形状、施工方法を検討し、断熱管の貫通の有無の確認し液体窒素の漏

洩の可能性を検討した。尚、66kV 級系統の地絡条件は最大 1.5kA、2sec であるので、

地絡電流を最大 1.5kA とした。 

 

4.2.1 保護層材料の検討 

 超電導ケーブル地絡時に、断熱管に影響を与えないようにするために、保護層を設

けることを検討する。本項では、保護層の材料や構成を検討するにあたり、シート試

験を行った。シート試験の概要を図 4.2.1-1 に示す。シートサンプルは液体窒素容器

の底に置かれ、中央の電極から高電圧がシートサンプルに印加される。また、試験サ

ンプルの構造を同図下及び図 4.2.1-2 に示す。ケーブル導体に見立てた電極を、試験

サンプルに押し当て高電圧を印加する。電気絶縁層を模擬した絶縁紙には、細い半田

線が埋め込まれ容易に絶縁破壊するように工夫している。Cu 板はシールド層を模擬し

ている。断熱管の内管に見立てた SUS（ステンレス）板に地絡時の損傷を軽減する目

的で、保護層(保護シート)を設けた。絶縁破壊後に流れる地絡電流は、Cu板とSUS板

に設けたリード線から外部に取り出される。 

 試験を実施したシートサンプルの構成諸元を表 4.2.1-1 に示す。保護層については、

クラフト紙やPPLPなど超電導ケーブルの電気絶縁層に使われる材料をベースに、布テ

ープやアラミド繊維を選定して試料とした。試験については、シートサンプルに高電

圧を印加させ、地絡電流 1.5kA、2sec が流れるように課電装置を調整し、Cu 板に流

れる電流と SUS 板に流れる電流を測定した。 

 図 4.2.1-3 に試験結果の一例として、サンプル④と⑤の試験時の各部の電圧、電流

波形を示す。サンプル④では、Cu 板に電流が流れたあと SUS 板にも電流が流れてい

ることが判るが、サンプル⑤では SUS 板に電流が流れていないことが判る。このよう

に、各サンプルの試験結果として SUS 板に電流が流れたか否かを調べ、流れた場合は

流れ出す時間を計測した。その結果を表 4.2.1-1 に合わせて記す。結果としては、サ

ンプル⑤以外は、SUS 板に電流が流れ、実験後 SUS 板が貫通されていることを確認し

た。試験後のサンプル④の状況を図 4.2.1-4 に示す。図から判るように、SUS 板が貫

通していることが判る。サンプル⑤は SUS 板に電流が流れず、損傷を与えていないこ

とから、保護層としては繊維 8 枚程度が必要であることが判った。 
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図 4.2.1-1 シート試験装置概要(2) 

 

 

図 4.2.1-2 シート試験サンプル構成 
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表 4.2.1-1 シートサンプル諸元と試験結果 

サンプル No. ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

絶縁層 PPLP 7mmt 

シールド層 銅板 1.2mmt 

保護層 内層 クラフト

5 枚 

クラフト

5 枚 

クラフト

5 枚 

PPLP 

5 枚 

PPLP 

5 枚 

クラフト 

5 枚 

外層 布 2 枚 繊維 

1 枚 

布 2 枚 繊維 

4 枚 

繊維 

8 枚 

繊維 

4 枚 

断熱内管 SUS 板 0.8mmt 

試験結果：SUS 板に電

流が流れ出す時間 

0.05 

sec 

0.05 

Sec 

0.08 

sec 

0.23 

Sec 

流れず 

sec 

0.08 

sec 

 

 

 

図 4.2.1-3 地絡試験時のサンプル④⑤の各部の波形(2) 
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図 4.2.1-4 試験後のサンプル④の状況 

 

4.2.2 ケーブルコア形状での影響検討 

 次に、ケーブルコア形状で地絡試験を行った。試験装置、サンプルの概要を図

4.2.2-1 に示す。ケーブルコア 1 本を断熱管に見立てたコルゲート管の中に入れ、液

体窒素に浸漬する。ケーブルコアの構成を表 4.2.2-1 に示す。ケーブルコアの片側

（図右側）では、フォーマ、超電導導体、超電導シールド、Cu シールドに電極が取り

付けられ、フォーマと超電導導体は短絡され、短絡発電機に接続し高電圧を印加でき

るようになっている。超電導シールド、Cu シールド、コルゲート管はそれぞれ接地さ

れている。ケーブルコアの電気絶縁層には、1 カ所に半田線が埋め込まれており、容

易に地絡するように工夫されている。本試験では、ケーブルコアの保護層の構成を

4.2.1 項のシート試験から、表 4.2.2-2 のように PPLP とアラミド繊維と組合せて構成

した。超電導導体部に高電圧を印加したところ、いずれのサンプルもコルゲート管に

電流が流れ、破損していることが確認された。コルゲート管の破損状況を図 4.2.2-2

に示す。シート試験ではアラミド繊維８枚でも SUS 板に影響はなかったが、ケーブル
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コア形状ではアラミド繊維 20 枚でもコルゲート管を貫通し、シート形状と大きく異な

る結果となった。この要因については次項で検討する。 

 

 

図 4.2.2-1 ケーブルコア試験概要図(3) 

 

表 4.2.2-1 ケーブルコアのサンプル構造、試験条件と試験結果 

部位 構成 

フォーマ 円圧縮銅撚り線導体 

超電導導体 BSCCO 線材 2 層 

絶縁層 PPLP（7mmt） 

超電導シールド BSCCO 線材 1 層 

銅シールド Cu テープ（4.5mmw×0.32mmt）３層 

保護層 表 4.2.2-2 に示す 

コルゲート管 ステンレス製（0.8mmt） 

 

表 4.2.2-2 各サンプルの保護層の構成と試験結果 

サンプル No. ① ② 

保護層構成 PPLP 5 枚 

アラミド繊維 10 枚 

PPLP 5 枚 

アラミド繊維 20 枚 

試験結果 

コルゲート管に電流が流

れ出すまでの時間 

0.033 sec 0.067sec 
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図 4.2.2-2 ケーブルコア試験後の状況 

 

4.2.3 試験結果の考察 

 シート試験とケーブルコア試験の結果の相違の要因について検討した。シート試験

結果の図 4.2.1-4 をよく観察すると．電気絶縁層、Cu、保護層は、その損傷がサンプ

ル中心から端部に広がっている。これは地絡時のアークにより構成物が気化した高温

ガスが端部から外側に逃げた痕跡であると考えられる。一方、ケーブルコア試験では、

サンプルのケーブルコアに保護層を巻き付けているので、地絡時に発生した高温ガス

の逃げ代がない。この高温ガスの逃げ代の違いが、試験結果の相違の要因であると考

えられる。イメージを図 4.2.3-1 に示す。 

 
        シート試験               ケーブルコア試験 

図 4.2.3-1 高温ガスの逃げ代イメージ 

 

 地絡により生じたアークエネルギーにより、部材が蒸発し高温ガスが発生するが、

シート試験では、図左のように、垂直方向と水平方向にガスの流れができる(逃げ代)。

特に、水平方向は長さが有限であり途中で途切れているため、そこから先はガスが大

気へ開放され流路抵抗が小さくなっているため、ある程度の高温ガスは水平方向にも

流れる。一方、ケーブルコア試験では、発生した高温ガスの流れは、図右のように垂
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直方向と円周方向が考えられるが、円周方向はシート試験と違い、大気へ開放されて

いる部分がなく、流路抵抗が大きくなっている。このことより、シート試験よりもケ

ーブルコア試験の方が垂直方向への高温ガスの流れが、相対的に多くなっており、よ

り垂直方向への破壊が進むと考えられる。これがケーブルコア試験において保護層の

厚みが多く必要とする理由と考えられる。 

 この仮説に従って、保護シートをシート状に近付ける意味で、ケーブルコアに縦添

えに挿入することを考え、試験を行った。試験構成の概要を図 4.2.3-2 に示す。ここ

では、三心ケーブルを模擬し三本のケーブルコアを用いており、三心コア試験とする。

３本のうち W 相のみが課電される。電極の構成、課電方法は、4.2.2 項で示したもの

と同じである。保護層は、同図右に示すように、W 相とコルゲート管の間に縦添えに

置かれている。 

 ケーブルコアサンプルの構成と試験結果を表 4.2.3-1 に示す。試験条件は、地絡電

流 1.5kA、2sec である。試験結果の一例としてサンプル③の試験後の状況を図 4.2.3-

3 に示す。アラミド繊維 10 枚目までは、貫通孔が確認されたが、11 枚目以降は確認

されなかった。 

 サンプル②③の試験結果から、断熱管を保護するにはアラミド繊維 10～12 枚が必

要と思われ、4.2.2 項のケーブルコア試験よりは、断熱管を保護する保護層厚みを薄

くできることが判った。この結果は、仮説を裏付けるものと考えられる。 

 

 

図 4.2.3-2 縦添えシート試験の構成(4) 

 

表 4.2.3-1 縦添えシート試験の試験条件と結果 

サンプル No. サンプル① サンプル② サンプル③ 

保護層 断熱管上に繊維 

12 枚 

断熱管上に繊維 

6 枚 

断熱管上に繊維 

24 枚 

断熱管 半割れ断熱管 

(上下で挟み込み) 

半割れ断熱管 

(上下で挟み込み) 

半割れ断熱管 

上側開放 

試験結果 0.45sec で断熱管

貫通 

0.07sec で断熱管

貫通 

断熱管貫通せず。繊維

10 枚目まで貫通 
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図 4.2.3-3 サンプル③の試験後の状況 

 また、4.2.1 項、4.2.2 項、4.2.3 項の試験結果を、アラミド繊維の枚数と SUS 板、

コルゲート管に電流が流れだす時間とをグラフにしたものを図 4.2.3-4 に示す。仮説

で考えたように、高温ガスの逃げ代が大きくなるほど少ない枚数のアラミド繊維でよ

り長い時間 SUS 板あるいはコルゲート管を保護できることが判る。これらより、断熱

管を保護する手法としては保護シートを縦添えにする方が望ましいことが判った。 

 

 

図 4.2.3-4 これまでの試験結果のまとめ 
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4.2.4 保護層材料の再検討 

 4.2.3 項の検討で、高温ガスが保護層やコルゲート管への損傷に影響を与えている

ことが判った。この高温ガスに対してより耐性のある材料として、２種類のアラミド

繊維（A、B）とアラミド紙（C）とを選び、4.2.1 項のシート試験と同様の試験を行

った。アラミド繊維 A は厚み 0.6mm、繊維 B は厚み 0.15mm である。アラミド紙 C

は厚み 0.08mm である。繊維に対して紙は気密性が高く、高温ガスを通しにくい可能

性があると考え選択した。 

 サンプル構成を表 4.2.4-1 に示す。それぞれの保護層は A、B、C を組合せ合計の厚

みが 6mm に近くなるように構成した。尚、試験の地絡条件は 1.5kA、2sec で行って

いる。 

 試験結果を表 4.2.4-1 に合わせて記す。表には、SUS 板に電流が流れだすまでの時

間（電流開始時間）、試験後にサンプル解体し貫通孔が発生している厚みの測定結果、

さらに各試験において電圧、電流を図 4.2.1-3 と同様に測定し、測定電圧×電流×電流

開始時間から発生エネルギーを求めた結果を示す。尚、貫通しない場合は電流開始時

間を 2sec とした。また、貫通位置のイメージを図 4.2.4-2 に示す。 

 サンプル①と②の結果から、繊維 A の方が耐性は高いといえる。これは、繊維 A の

方が B よりも厚みが厚いことに起因していると思われる。サンプル③④⑤はその繊維

A と紙 C とを組み合わせたものである。試験結果から、貫通した厚み及び発生エネル

ギーは、サンプル④が最も小さくなっていることが判る。サンプル①②よりも④⑤の

方が発生エネルギーは小さいことから、アラミド紙を組み合わせる方が保護に適して

いるといえる。図 4.2.4-1 のサンプル④と⑤の結果からも、貫通が紙 C で抑止されて

いることが判る。サンプル④の方が、発生エネルギーが小さいことから、C の紙を多

くするよりは、繊維 A を SUS 板側に多く配置した方が、効果があったと推定する。 

 

表 4.2.4-1 シート試験の構成と試験結果 

サンプル No. ① ② ③ ④ ⑤ 

保護層(電極に近い方

から記述) 

A ×10 B× 40 (A+C×3) 

×7 

A 

A 

(A+C×3)×３ 

A×５ 

A×3 

(A+C×6)×３ 

A×２ 

合計厚み 6mm 6mm 5.9mm 6.1mm 6.2mm 

試

験

結

果 

電流開始時間* 通電なし 1.1sec 通電なし 通電なし 通電なし 

貫通厚み 4.2mm 全貫通 5.0mm 3.7mm 4mm 

発生エネルギー 394kJ 418kJ 427kJ 340 kJ 379kJ 

*電流開始時間：SUS 板に電流が流れだすまでの時間 
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図 4.2.4-2 サンプル構成と試験後の貫通位置 

 

 

4.2.5 アラミド繊維と紙を保護層にした縦添えシート試験 

 4.2.4 項のシート試験で保護層に適した構成と判断した、アラミド繊維とアラミド

紙との組合せを中心にサンプル保護シートを作成し、その保護シートを 4.2.3 項の縦

添えに配置し、4.2.3 項と同様に三心コアを用いた縦添えシート試験を行いコルゲー

ト管の貫通有無について検証した。 

 試験結果を表 4.2.5-1 に示す。サンプル①③の試験結果から、繊維と紙の組合せは、

4.2.4 項のシート試験と同様に繊維だけの構成より耐性が強いものとなった。しかし

ながら、断熱管を貫通させないとすると、保護層厚みは最低でも９mm 以上が必要で

あることが判った。 

 ケーブルのコンパクト性を確保する観点から、保護層の厚み 9mm は許容できず薄

くする必要があり、ある程度大きな地絡エネルギーの場合は断熱管の内管が貫通して

液体窒素が漏洩することになる。断熱管貫通有無と地絡エネルギーの関係は 4.2.6 項

にて検証する。また、液体窒素が漏洩する場合については 4.3 節で、漏洩した場合の

対策については５章にて考察する。 
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表 4.2.5-1 縦添えシート試験のサンプル構成と試験結果 

サンプル No. サンプル① サンプル② サンプル③ 

保護層(電極に近い方

から記述) 

A ×24 A 
(A＋C×6)×3 
A×６ 

A 
（A＋C×6)×6 
A×12 

合計厚み 14.4 mm 7.2mm 14.3mm 
試

験

結

果 

電流開始時間 1.4sec 0.4 sec 通電なし 
 

貫通厚み 全貫通 全貫通 9 mm 

 

 

4.2.6 断熱管貫通有無の地絡条件 

 超電導ケーブルのサイズをコンパクトにすることを考慮し、アラミド繊維とアラミ

ド紙の複合構造として 3.6mm 厚と 7.2mm 厚を選び、地絡電流をパラメータとして

コルゲートの内管が貫通するまでの時間を調べた。その結果を図 4.2.6-1 に示す。同

図には、発生エネルギー50、100、150kJ を示す曲線を示しているが、厚み 3.6mm

の場合は約 50kJ、厚み 7.2mm の場合は 100～150kJ の発生エネルギーで断熱管が貫

通すると考えられる。地絡電流、継続時間は場所や運転状況に依存するが、試験の結

果から、それぞれの特性曲線の上側は断熱管が貫通する領域であり、断熱管の真空度

低下や液体窒素漏洩の対策が必要な目安を得ることができた。 

 

図 4.2.6-1 地絡電流と断熱管貫通までの時間の関係 
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4.3 液体窒素漏洩時の影響検討 

 

 超電導ケーブルは冷媒として液体窒素を使用しており、断熱管の内部を流れている。

このため、4.2 節で検討したように超電導ケーブルで地絡事故が発生し、断熱管が破

壊された場合、ケーブルから液体窒素が外部へ漏洩する。液体窒素が外部へ漏洩して

気化した場合、気化に伴う吸熱により周囲の温度を低下させる他、多量の窒素ガスが

発生することによる影響が懸念される。ここではマンホール内で地絡事故が起こり、

液体窒素が漏洩した場合の現象について検討し、その対策について検討した。 

マンホール内に液体窒素が漏洩した場合、液体窒素の気化による周囲温度への影響

や窒素ガスの発生により、マンホール内が酸欠になる、内圧が上昇するといった現象

が考えられる。ここでは、実規模の 1/4 モデルマンホールで液体窒素漏洩試験を行い、

そのデータを元に漏洩現象を模擬する基礎的な解析コードを構築し、実規模マンホー

ルでのシミュレーションを行い、漏洩対策を検討することとした。 

 

4.3.1 小型マンホールを用いた試験と解析 

(1) 試験方法 

 マンホール内に液体窒素が漏洩した際の内部温度や圧力を検討するために、内寸が

1m×1m×1m の小型マンホール内で液体窒素が漏洩した場合の温度、圧力の挙動を調

べた。図 4.3.1-1 に要素試験装置のイメージ図、図 4.3.1-2 に試験装置の写真を示す。

要素試験は外部の液体窒素供給部から配管を通じてマンホール内に液体窒素を注入す

ることで、超電導ケーブル破損時の漏洩現象を模擬した。マンホール内に取り付けた

熱電対や蓋に取り付けた圧力計から温度、圧力を測定した。液体窒素の注入量は配管

の途中に取り付けたコリオリ流量計で測定した。 

 

 

図 4.3.1-1 小型マンホール試験概要 
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図 4.3.1-2 小型マンホール外観写真 

 

 試験時の液体窒素の注入量と圧力の挙動を図 4.3.1-3 に示す。尚、実際の液体窒素

漏洩量は30～60L/minと考えられるが、小型マンホールの内部体積は実際のマンホー

ルの 1/50 程度であることから、本試験では液体窒素の流入量を 0.5～2L/min 程度に

制御して行った。図より、注入した液体窒素が気化し、容器の内圧が上昇する様子が

確認された。また、図 4.3.1-4 に配管直下のマンホール床面部の温度分布を示す。A1、

A2、A3、A4 と内表面側の熱電対から順に温度が低下しており、液体窒素が床面表面

部と接触し、気化することで温度低下する様子が確認された。 

 

 

図 4.3.1-3 要素試験時の圧力変化 
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図 4.3.1-4 要素試験時の温度変化 

(2) 実験結果及び解析 

 マンホール内部に液体窒素が漏洩した場合の床面温度や内部圧力を模擬するために、

試験結果を解析し、シミュレーションを実施した。液体窒素の液面レベルの解析には、

液体窒素の注入量と気化量の解析が必要である。これは、床面部と液体窒素の接触と

気化の状態に依存することから液体窒素の気化量と温度変化を連成解析することで求

めた。 

 液体窒素の気化は、主としてマンホール床面部と接触し、吸熱することで生じる。

液体窒素の漏洩量は既知、あるいはパラメータであるため、液体窒素の物性から漏洩

量に対する気化熱量 Q1 を定めることができる。一方、液体窒素とマンホール床面部

の境界には沸騰熱伝達特性が存在することから、液体窒素の吸熱量には沸騰熱伝達特

性とマンホール床面積、床面部の温度によって定まる限界吸熱量 Q2 が存在する。こ

のため、Q1<Q2 の場合は漏洩した液体窒素が全量気化し、Q1>Q2 の場合は Q2 に相

当する分の液体窒素が気化し、残りが液となってマンホール内に残存する。このよう

な残存する液体窒素の体積と床面積から、液面レベルの推移を計算することができる。

この様子を図 4.3.1-5 に示す。 
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図 4.3.1-5 液体窒素の漏洩と気化、液溜まりのイメージ 

 

 液体窒素の気化が主としてマンホール床面部からの吸熱によって生じることから、

温度変化は床面部表面から内部への部位で主として生じる。このため、簡易的な 1 次

元モデルの過渡解析で温度変化を求めることとした。解析モデルを図 4.3.1-6 に示す。

液体窒素とマンホール床面部の境界に前述の気化熱量 Q1、沸騰熱伝達特性などから求

まる吸熱量 Q2 を与えた。Q1、Q2 の計算式を（4.3.1-1）式、(4.3.1-2)式に示す。 

 

Q1 = 𝐻𝐿 × 𝑉 × 𝜌  ------------- (4.3.1-1) 

HL:液体窒素の潜熱(kJ/kg), V:液体窒素の貯液量(m3), ρ：液体窒素の密度(kg/m3) 

 

Q2＝ ∫(𝑞2(∆𝑇) × 𝐴)𝑑𝑡 --------------- (4.3.1-2) 

q2: 液体窒素の沸騰熱流束(W/m2)、△T:液体窒素と床面の温度差(K)、A:床面の面積(m2) 

 

マンホール部にコンクリートの物性を与え、マンホールと土壌の境界部については

熱伝導解析とし、固体間熱伝達特性は無視した。解析時に使用した物性などを図に合

わせて示す。 

このモデルを用いて、床面内の温度分布を計算した結果を図 4.3.1-4 に示したが、

A1、A2、A3、A4 の各部の温度の計算結果は、実測結果とよく一致していることが判

る。 

 次に液体窒素の気化による圧力変化を検討した。気化した液体窒素の体積は、300K

まで温度が上昇すると約 700 倍に増える。この試験では発生したガスが低温であるこ

とを考慮し、液体窒素の体積に 500、600、700 を乗じて簡易的に求めた気体の体積

からマンホール内の圧力を導出した。図 4.3.1-3 に示す試験結果に計算結果を合わせ

て示す。これより、体積を 600 倍にする場合が実験結果とよく一致することが判った。 
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図 4.3.1-6 温度分布解析のイメージ図 

  

 

4.3.2 1/4モデルマンホールを用いた液体窒素漏洩試験 

(1) 試験方法 

次に、大型マンホール内での液体窒素漏洩時の挙動を検討するために、66kV 級の実

規模級マンホールに対して体積が 1/4 程度のマンホール（内寸 2m×3m×2m）を構築

し、液体窒素漏洩試験を実施した。図 4.3.2-1 に試験装置のイメージ図、図 4.3.2-2

に試験装置の写真を示す。マンホールは 300mm 厚みのコンクリートからなっている。

ここでは、液体窒素の漏洩を模擬するために、上部のマンホール入口から冷却配管を

導入し、冷却配管から液体窒素を排出することで、液体窒素の漏洩を模擬した。また、

実際のマンホールと同様に、側面部に管路を設け、CV ケーブルを配置した上で防水処

理部を施している。尚、マンホールの側面部には内部から計測線を取り出すためのサ

イドホールが設けられている。 

マンホール床面の温度とコンクリート内部温度を測定するために、熱電対を配置し

ている。熱電対の取り付け位置を図 4.3.2-3 に示す。T1、T2 は、液体窒素が内部に溜

まった場合を想定し、簡易の液面計として、容器床面から 20mm と 50mm の中空位

置に先端が来るように熱電対を配置した。また、T3、T4は、床面のコンクリートに深

さ 100mm と 200mm に埋め込んで、その温度変化を計測することとした。さらに、

容器内部に酸素濃度計を配置し、試験時の容器内部の酸素濃度変化を測定した。また、

マンホール上部の入り口には、内部の圧力を計測する、圧力センサーを設けた。 



75 

 

 

図 4.3.2-1 1/4 モデルマンホール試験のイメージ図(4) 

 

 

図 4.3.2-2 1/4 モデルマンホール試験装置外観 

 

 

図 4.3.2-3 床面部の熱電対位置(4) 
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(2) 実験結果及び解析 

 試験時の液体窒素の注入量は平均 31.7L/min であった。試験結果のうち、液面計と

して取り付けた熱電対 T1、T2 の温度変化を図 4.3.2-4 に示す。図より、液体窒素注

入開始から温度が低下し、16 分後には T1 が、25 分後には T2 が液体窒素温度に達す

る様子が確認された。このように、マンホールの中では、液体窒素が貯液することが

確認された。 

 図 4.3.2-5 に 4.3.1(2)項で検討した方法で計算した液面レベルの推移と実験結果を

示す。図より、試験開始から 16 分、25 分時点での液面レベルが一致しており、現象

をよく模擬していることが判る。 

 

図 4.3.2-4 液面レベル測定用熱電対 T1、T2 の温度変化(4) 
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図 4.3.2-5 液面レベル変化の実測結果と解析結果(4) 

 

図 4.3.2-6 に床面に埋め込んだ T3、T4 の温度変化を示す。要素試験と同様、容器

内表面に近い部分から温度が低下していることが確認された。尚、同図には、

4.3.1(2)項で検討した手法での計算結果を合わせて図示しているが、実験値と計算値

がよく一致していることが判る。このように、4.3.1 項で開発したシミュレーション

方法がサイズの大きなマンホールでも適用できることが判り、実規模マンホールでの

解析に有用であると考えられる。 

  

 

図 4.3.2-5 マンホール床面部 T3、T4 の温度変化(4) 
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 図 4.3.2-7 に容器内の酸素濃度変化を示す。酸素濃度の初期値は 21%程度である

が、液体窒素注入開始から数分で 18%を下回った後、5%程度に達した。尚、本試

験は安全のために、容器を密閉して試験することが許可されなかったため、容器側

面を開放した状態で実施しており、密閉の場合はさらに酸素濃度の低下速度が速い

ものと思われる。このように閉塞した空間で液体窒素が漏洩した場合、すぐに酸欠

となるため、マンホールに入坑する際は万一の事故に備えて運転を停止するなどの

処置が必要である。 

 

図 4.3.2-7 マンホール内の酸素濃度変化 

 

4.４ まとめ 

 

 超電導ケーブル内部で絶縁破壊による地絡が発生した場合、断熱管が破損し液体窒

素が漏洩しないように保護層の検討を行った。尚、地絡電流は 66kV 系統での最大値

である 1.5kA、継続時間 2sec とした。 

 4.2.1 項では保護層の材料や構成を検討するためにシート試験を行った。その結果、

アラミド繊維を積層する構成が保護層に適していることが判った。しかしながら、

4.2.2 項でのケーブルコア試験においては、シート試験で選定したアラミド繊維の構

成では断熱管に見立てたコルゲート管を保護できず貫通する結果となった。4.2.3 項

で、シート試験とケーブルコア試験との相違について、地絡時のアークにより構成材

料が気化して発生する高温ガスの挙動が影響しているとの仮説をたて、保護シートを

シート試験の形状に近い縦添え配置にして試験を行った。その結果、高温ガスの逃げ

代が大きくなるほど少ない枚数のアラミド繊維でより長い時間コルゲート管を保護で

きることが判り、断熱管を保護する手法としては保護シートの縦添え配置が有効であ

ることを示した。4.2.4 項では、この高温ガスの影響を小さくすることを目的にアラ
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ミド繊維とアラミド紙を組合せた保護層を検討し、シート試験により 1.5kA、2sec で

貫通せず、発生エネルギーが最小となる構成を見出した。4.2.5 項では、そのアラミ

ド繊維とアラミド紙を組み合わせた保護シートを用いて縦添えシート試験を行い、保

護シートが 9mm 以上でコルゲート管を保護できることが判った。 

 しかしながら、この厚みでは超電導ケーブルのコンパクト性が失われるので、保護

シートを薄くし断熱管が破損することを許容することとした。4.2.6 項では、コルゲ

ート管が破損する地絡条件を調査した。保護シートの厚み3.6mmと7.2mmの場合、

断熱管を破損する地絡エネルギーは、それぞれ約 50kJ、100～150kJ であることが判

り、断熱管を破損する目安の地絡エネルギーを得ることができた。 

 4.2 節で検討したように、地絡エネルギーが大きな場合は断熱管が破損するので、

液体窒素が漏洩する場合がある。4.3 節ではマンホールに液体窒素が漏洩した場合の

現象把握と解析を行った。4.3.1 項では小型マンホールを使った液体窒素漏洩試験を

実施し、床面温度や内部の圧力変化の実測値が、開発した計算手法による計算結果と

よく一致することを示した。4.3.2 項では、実規模の 1/4 モデルマンホールを用いて

液体窒素の漏洩試験を行い、床面の温度変化や液体窒素の貯液レベルを実測した。そ

れらの結果が 4.3.1 項で開発した計算手法を用いた計算結果と良く一致することが判

り、その計算手法が実規模マンホールでの解析に有用であることを示した。尚、マン

ホール内の酸素濃度はすぐに酸欠レベルになる結果となり、マンホールに入坑する際

は万一の事故に備えて運転を停止するなどの処置を行うべきと考える。 
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第５章 事故時の対応方法の提案 

 

 第３章では、超電導ケーブルに短絡電流が流れた場合の現象把握を目的とし、40m

超電導ケーブルの検証試験を実施、長尺ケーブルを想定したシミュレーションコード

の開発を行った。第４章では、超電導ケーブルに地絡事故が起こった場合を想定し、

地絡模擬試験を行うとともに、その保護方法について検討した。本章では、それらの

解析結果をもとに、実系統に導入した超電導ケーブルにこれらの事故が発生した場合、

外部への影響を軽減する方策や対応について検討する。 

 5.1 節では、短絡事故において発生する圧力の低減方法と即時再送電できる条件に

ついて検討する。5.2 節では地絡事故においてマンホールに液体窒素が漏洩する場合

の影響検討と、地絡エネルギーが小さく断熱管が破損しない場合、内部で発生した地

絡エネルギーの影響について検討を行う。 

 

5.1 短絡事故時の対応 

 

 第３章では、超電導ケーブルの近隣で短絡事故が起こった場合、最大 31.5kA、

2sec の短絡電流が通過する場合について検討した。この場合のシミュレーションの結

果、液体窒素の温度は、最大 112K、圧力は 3MPaG となり、初期の状態に温度、圧力

が戻るのに５時間以上かかるため、短絡電流通過後の即時再送電は不可能という結果

であった。この短絡電流通過について、その影響の軽減策と、即時再送電に関する提

案を以下にまとめる。 

 

5.1.1 最大圧力の軽減方法 

 3.4.2項での31.5kA/2secの短絡電流通過時のシミュレーションでは、最大3MPaG

まで達する結果となった。住友電工で開発したコルゲート管の耐圧力は 15MPaG 以上

であり、破裂を起こさないことが判ったが、弾性限界が 2MPaG 程度であるので、短

絡電流通過後、断熱管が変形した状態になる。この変形により、断熱層にダメージを

与え、断熱性能に悪影響を及ぼす可能性があると考えられ、2MPaG 以下に最大圧力を

抑える方策を検討した。 

 対策として、リザーバタンクの気相体積を大きくすることが考えられる。リザーバ

タンクの気相体積の大きさを基準の 5500L から、最大 18000L まで変えた場合につい

て、31.5kA、2sec の短絡電流が流れた場合のケーブル入口圧力の計算結果を図

5.1.1-1 に示す。図のように、リザーバタンクの気相の体積を大きくすることで、最

大圧力を小さくすることができ、気相体積が 10000L では約 1.7MPaG となり、断熱

管の弾性限界の 2MPaG 以下に抑えられることが判った。 
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 10000L=10m3は、2m×2m×2.5m程度のスペースであり、変電所などのスペース

を考えた場合、それほど大きなスペースではないと考えられるが、それでもスペース

面で問題となる場合は、リザーバタンクに圧力開放弁を設け、例えば 2MPaG 以上の

圧力が印加されれば、当該開放弁が開き、圧力を抑える方法が考えられる。この場合

は、容器体積を大きくすることなく対応でき、経済的であるといえる。ただし、圧力

開放時に冷やされた窒素ガスや液体窒素が放出されることになり、開放部周囲への安

全に注意が必要である。また、内部の冷媒量が少なくなっている可能性があり、超電

導ケーブル運転再開前に、液体窒素の補給を行う必要がある。 

 

 

図 5.1.1-1 リザーバタンクの気相体積によるケーブル圧力の変化(1) 

（＠31.5kA、2sec の短絡電流通過後） 

 

5.1.2 即時再送電可能な条件の検討 

 3.4.3 項では、10kA、2sec の短絡電流が通過しても、温度、圧力の上昇は大きくな

く、即時再送電可能であることが判った。通常の常電導ケーブルの場合、例え 31.5kA、

2sec の短絡電流が流れた場合でも、即時再送電が可能である必要があり、実際にその

ように設計されている。本項では、超電導ケーブルに短絡電流が流れ場合、即時再送

電できる条件を検討した。図 3.4.2-3 や図 3.4.3-3 に示したように、短絡電流が流れ

たあとのケーブル内部では、超電導シールド部の温度が最大値を示す。この超電導シ

ールド部の温度が臨界温度を超えないように制御できれば、即時再送電可能と考えら

れる。 

 そこで、超電導シールド導体の温度が定格電流 2kA の臨界温度 92K に到達するまで

の事故電流継続時間を各事故電流において計算した。計算結果を図 5.1.2-1 に示す。
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これから、31.5kA の電流が通過しても、0.09sec 以下に継続時間を抑えることができ

れば、即時再送電が可能であると思われる。尚、超高圧ケーブルの遮断器には高速

(3cycle)で遮断されるもの (2)も採用されており、3cycle は、0.06sec＠50Hz、

0.05sec＠60Hz であるので、0.09sec 以内の遮断は実現可能と考えられる。 

 

  

図 5.1.2-1 即時再送電可能な短絡電流継続時間(1) 

 

 超電導ケーブルが導入される場所にもよるが、一般に変電所に近い場所で、超電

導ケーブルのすぐ近隣で事故が起こった場合、大きな短絡電流が流れることが判っ

ている。3.1 節で示したように、東京電力の旭変電所の場合、事故解析の結果、最

大の短絡電流は 20kA 程度であった。この場合、図 5.1.2-1 から、臨界温度を超え

ない継続時間は約 0.27 秒であり、通常の遮断速度でも十分対応できるレベルである

ことが判る。また、3.1 節で記述したように、超電導ケーブルの近隣の事故の場合

は、即時再送電が不要なケースが多いと思われる。 

 超電導ケーブルの場合、臨界電流を超える大きな短絡電流が流れた場合、発熱に

より、導体部や冷媒の温度が上昇し、ケーブルが超電導状態に戻るまでは再送電で

きない。従って、超電導ケーブルが導入される場所の事故解析を事前に行い、どの

ような短絡電流が実際に流れるかを把握しておくことが重要である。実際に流れる

短絡電流の大きさによって、遮断速度の速い遮断器を導入し、即時再送電を可能に

することができる。 

 尚、世界各国で限流器の開発が行われており、1.2.2 項で紹介した Essen での超

電導ケーブルには 10kV 級の限流器が導入されている。この限流器を用いれば、超

電導ケーブルに流入する短絡電流の大きさを小さく（限流）できるので、即時再送

電に有効であると考えられる。今後の高電圧用限流器の実用化に期待したい。 
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5.2 地絡事故時の対応 

 

 第４章では、超電導ケーブル内で地絡事故が起こった場合、液体窒素が漏洩しない

ように、断熱管を貫通しない保護層について検討した。しかし、1.5kA、2sec の地絡

電流の場合は、断熱管を貫通させないためには、保護層の厚みが厚くなり、超電導ケ

ーブルのコンパクト性が失われることが判った。従って、保護層の厚みを薄くし、地

絡電流が大きな場合には断熱管が貫通し、液体窒素が漏洩することとなるため、マン

ホール内で液体窒素が漏洩した場合の挙動を解析した。 

 本節では、66kV 電力ケーブルの実規模レベルでのマンホールで液体窒素が漏洩した

場合をシミュレーションし、その対応について検討した。また、地絡エネルギーが小

さい場合は、液体窒素は漏洩しないが、地絡時の発熱による液体窒素の圧力変化につ

いて検討しその影響について考察した。 

 

5.2.1 実規模マンホールでのシミュレーション 

 4.3.1項の小型マンホール、4.3.2項の1/4モデルのマンホール試験結果と4.3.1(2)

項の解析手法で求めた計算結果がよく一致することから、その解析手法を用いて、実

規模でのマンホールで液体窒素が漏洩した場合の挙動を計算により推定した。 

 解析モデルを図 5.2.1-1 に示す。マンホールの内寸は 3m×6m×3m であり、マン

ホールの側面部には 3×3 の管路口が設けられている。解析においては、液体窒素の漏

洩量をパラメータとし、ここでは 5L/min と 50L/min について計算した。尚、

50L/min の漏洩量は、超電導ケーブル内部に流れている液体窒素の流速から選定した

もので、最大の漏洩量と考えている。 

 解析結果として、圧力変化を図 5.2.1-2 に示す。図より、50L/min の漏洩量の場合、

マンホールの内圧が 300kPaG に達するのは漏洩発生から 5 分後である。マンホール

の蓋が吹き飛ぶような爆発事故に比べて、非常に緩やかな圧力変化であることから、

蓋が吹き飛ぶようなことはなく、蓋からガスが漏れ出している程度と考えられる。 

 尚、漏洩が継続するとマンホール内に液体窒素が溜まり、マンホール内の他ケーブ

ルやジョイントに損傷を与える可能性があるので、地絡事故発生時は、液体窒素の漏

洩量を少なくするために、すぐに液体窒素を圧送する循環ポンプの停止を行うべきと

提案する。 
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図 5.2.1-1 実規模マンホールの漏洩解析モデル 

 

 

 

 

図 5.2.1-2 実規模マンホールの圧力変化(1) 
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5.2.2 液体窒素が漏洩しない場合の挙動解析 

 地絡によるアークエネルギーにより断熱管が貫通しない場合でも、そのエネルギー

が冷媒である液体窒素をガス化させ、断熱管の破裂や端末部の損傷を引き起こすこと

が懸念される。本項では、シミュレーションに必要な液体窒素中の圧力伝播速度を He

ガス試験で測定し、その後、液体窒素中の圧力上昇とその圧力伝播についてシミュレ

ーションを行った。 

 

(1) 液体窒素中の圧力伝搬速度の測定 

 断熱管内でケーブルコアが絶縁破壊し、その地絡エネルギーによる圧力上昇をシミ

ュレーションすることを検討する。そのためには、液体窒素中の圧力伝搬速度が液体

窒素の圧力による影響を知る必要があり以下の試験を行った。図 5.2.2-1 に試験装置

の概要を示す。高圧源である高圧Heガスと液体窒素との間に金属薄板を設けており、

高圧力が印加されれば金属薄板が破損し、高圧力が液体窒素に瞬時に印加できるよう

にしている。尚、高圧ガスとしては液体窒素温度で液化しないHeを選択した。液体窒

素中の初期圧力は 0.2、0.5、0.8MPaG とした。液体窒素中の平均圧力伝播速度は図

中の圧力計①と圧力計②で計測した圧力波形の反応時間の差異から算出した。その結

果を表 5.2.2-1 に示す。液体窒素の初期圧力が 0.2～0.8MPaG の範囲で変化しても、

液体窒素中の圧力平均伝播速度は 851～889m/s であり、圧力による影響は大きくな

いことが判った。測定された伝搬速度は、大気圧飽和状態の液体窒素中の音速（853 

m/sec(3)）程度であり、(2)のシミュレーションではこの音速値を使用することとした。 

 

図 5.2.2-1 液体窒素の圧力伝播速度測定の試験装置概要 
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表 5.2.2-1 高圧 He ガス試験結果 

試験№ LN2 初期圧力 He 印加圧力 平均伝播速度 

1 0.2MPaG 0.6MPaG 869m/sec 

2 0.5MPaG 1.9MPaG 889m/sec 

3 0.8MPaG 1.1MPaG 851m/sec 

  

(2) 地絡発生時の断熱管内部の圧力とその伝搬 

 地絡発生時に超電導ケーブルの断熱管が貫通しない場合の液体窒素中の圧力上昇と

その圧力伝播について解析した。解析モデルは軸対称モデルとし、超電導ケーブルの

長手方向を x、x=０を地絡点とし、時間 t=0 で事故発生を模擬する地絡エネルギーを

与えた。地絡エネルギーは、断熱管が貫通しないエネルギーとして 50kJ/0.5sec（約

0.5kA/0.5sec 相当）を与えた。初期条件として液体窒素温度を 77K、初期圧力を

0.2MPaG とした。解析の結果を図 5.2.2-2 に示す。地絡点(x=0m）の最大圧力上昇

は 0.5sec 後に約 1.8MPa と計算されたが、x=10m の地点では最大圧力上昇は 0.5sec

後に約 0.1MPa であった。このことより、本解析条件では、断熱管を破損するほどの

圧力上昇は発生しないこと、また圧力上昇は地絡地点付近に限定され、10m 離れると

圧力上昇は 1/18 に低減することが判った。 

  

 

 

図 5.2.2-3 地絡時の断熱管内部の圧力変化(4) 
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5.3 まとめ 

 

 実系統に導入した超電導ケーブルにこれらの事故が発生した場合、外部への影響を

軽減する方策や対応について検討した。 

 5.1 節では超電導ケーブルに短絡電流が通過した際に発生する圧力を低減する方策

を検討した。3.4 節の 31.5kA/2sec 時のシミュレーションでは、最大圧力が 3MPaG

に達する結果となったが、コルゲート管の弾性限界である 2MPaG を以下に圧力を抑

える必要がある。圧力を低減する方策として、リザーバタンクのガス体積を大きくす

ることで圧力を抑制できることを見出し、実際にガス体積が 10000L であれば 2MPaG

以下に圧力が抑えられ、本方策が有効であることを示した。 

 また、早期の再送電には、短絡電流を即座に遮断することが有効であり、各短絡電

流において、即時再送電が可能な遮断時間を計算により求め、実用されている遮断器

で対応できることを示した。 

 5.2 節では地絡事故においてマンホールに液体窒素が漏洩する場合の影響検討を行

い、66kV 級の実際のマンホールで液体窒素の漏洩をシミュレーションし、内圧が

0.3MPaG に達するには約５分かかることが判り、マンホールの蓋が飛散するのではな

く、蓋が持上がり圧力を逃がすような現象になることが判った。一方、地絡によって

断熱管が貫通しないケースでは、地絡エネルギーにより内部の液体窒素がガス化し、

破裂する危険性が危惧されたが、シミュレーションの結果、圧力上昇は 1.8MPa 程度

であり、断熱管が破裂しないレベルであった。また、長手方向の圧力伝播も 10m ほど

で、1/18 に圧力が低減するので、事故点近傍に影響が限定されることが判った。従っ

て、検討した範囲内では、超電導ケーブルに地絡事故が発生しても公衆災害に繋がら

ないことが判った。 

 このように、超電導ケーブル内で地絡事故が起きた場合、通常のOFケーブルと同様

にケーブル自身は大きな損傷をうけるが、火災は引き起こさない。地絡電流の大きさ

によっては液体窒素が漏洩し、蒸発した窒素ガスが閉塞した場所に流れこめば、酸欠

や破裂を引き起こす可能性がある。マンホール内の漏洩を検討したが、蓋が飛散する

ようなことは起こらず、周囲への影響は外部への窒素ガスの漏洩となるが、無臭、無

毒であり公衆災害には至らないと考えられる。但し、マンホール内は酸欠状態になっ

ている可能性が高く、入坑時は十分な喚起と、酸素濃度の測定が必要となる。地絡電

流が小さい場合は、液体窒素が漏洩せず、内部の圧力変化もすぐに減衰するため、大

きな影響は与えないと考えられる。 
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第６章 総括 

 

6.1 本研究の意義 

 

 超電導ケーブルは大容量の電力をコンパクトな形状で、低損失に送電することがで

き、大都市での地下送電ケーブルや変電所間を結ぶ電線路への応用が期待されている。

1.3 節に記述したように、既に世界各国で実線路での実証試験が行われており、これ

までの試験や運転結果から、超電導ケーブルは安定に電力送電できることが実証され

ている。 

 一方、既存の電力ケーブルでもいえることであるが、長時間使用を続けることによ

る経年劣化や、外的要因による損傷などでケーブルに不具合が起こり、大きな事故を

引き起こすことが考えられる。特に、系統の短絡事故や地絡事故により超電導ケーブ

ルの断熱管が破損した場合、あるいは液体窒素の圧力が上昇して断熱管が破裂した場

合には、液体窒素が外部に噴出し、周囲の設備や人に冷却による損傷や、閉塞空間に

漏れ出した場合の酸欠などを引き起こし、公衆災害となる危険性がある。 

 しかしながら、超電導ケーブルは、構造のコンパクト性、低損失の特性、低温での

電気特性などの技術開発が先行し、安定に送電することは検証されてきたが、これら

の事故に対する安全性やその対策については、十分に検討されてこなかったといえる。 

 本研究では、超電導ケーブルに想定される事故のうち、(1)超電導ケーブルに短絡電

流が流れた場合、(2)超電導ケーブルに地絡事故が起こった場合、の２ケースについて、

模擬試験等でデータを収集し、実規模ケーブルを想定したシミュレーションを行うこ

とで事故時の超電導ケーブルへの影響を把握・解析し、事故の影響を軽減する方策を

検討した。 

 

6.2 本研究の成果のまとめ 

 

 第１章では、研究対象である超電導ケーブルの初期導入時のコストや送電損失につ

いて計算を行い、それぞれ CV ケーブルの 60%に低減できることが判り、超電導ケー

ブルの実用化にメリットがあることを示した。続いて、その超電導ケーブルが世界各

国で開発されていることを記述し、その期待度が大きいことを示した。次に、実用運

転の例として横浜プロジェクトでの超電導ケーブル実証運転の結果から、通常時には

電力を安定に送電できることを示した。 

これまでの超電導ケーブルの実証試験や結果から、通常時には安定に運転できるこ

とが判ったが、事故時の対応策が検討されていなことを指摘し、事故時の現象把握と

その影響を軽減する方策を検討することとした。 
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 第２章では、超電導ケーブルの構造と電気的設計手法について記述した。これまで

に開発されている超電導ケーブルの構造としては、単心型ケーブル、三心一括型ケー

ブル、三相同軸型ケーブルがあり、ここでは横浜プロジェクトで採用した三心一括型

ケーブル構造について概要を説明した。 

 超電導ケーブルでは、交流損失を最小にすることが重要で、各層電流を均流化する

方法について記述し、計算結果として各層のスパイラルピッチを示した。その結果、

短尺ケーブルの試験結果で超電導導体と超電導シールドの交流損失の和が、１

W/m/ph@2kA 以下になることを実証した。 

 電気絶縁設計としては、超電導ケーブルの試験電圧の計算方法について記述し、交

流耐電圧試験値が90kV、雷インパルス耐電圧試験値が±385kVであることを示した。

それらの試験電圧と絶縁材料である液体窒素中のPPLPの特性から、電気絶縁層の厚み

を計算し、5.3～5.5mm の厚みが必要であることを示した。尚、横浜プロジェクトで

は裕度を考慮し設計厚みとしては 7mm とした。 

 

第３章では、超電導ケーブルに短絡電流が流れた場合の現象解析や、その対応につ

いて検討した。 

旭変電所での短絡電流解析から、即時再送電不要な場合は最大で 18kA、2sec、即

時再送電が必要な場合は最大で 10kA、2sec の短絡電流が流れることが判った。ただ

し、再送電不要な場合は、遮断器の規格から 31.5kA、2sec とした。 

上記のような大電流が超電導ケーブルに流れる場合、超電導線を増やすのではなく、

銅撚線フォーマや銅シールドに短絡電流が迂回する構造を考案し、フォーマ、銅シー

ルドのそれぞれの断面積を 140mm2、80mm2 とした。 

長尺超電導ケーブルに短絡電流が流れた場合、その発熱による液体窒素の温度・圧

力への影響を調べるため、40m 超電導ケーブルシステムを構築し、短絡模擬試験を実

施した。温度の実測値は開発した計算コードによる計算値と概ね一致することが判っ

た。圧力については２つのピークが発生することが判り、peak A については、超電導

シールド層の発熱による液体窒素の気化が原因であることを示した。peak B について

はシステム内の気相体積の変化によることが判り、計算コードに反映した。 

次に、実用化時を想定した 3km 超電導ケーブルをモデルとして、短絡電流が通過し

た際の各部の温度・圧力を開発したコードで計算を行い、現象の把握を行った。

31.5kA、2sec の場合、液体窒素の温度・圧力は、それぞれ 3000 秒後に 112K、

3MPaG の最大値をとるが、断熱管の破裂圧力 15MPaG よりは小さく破裂は起こらな

いことが判った。導体部の温度解析から超電導導体の温度は１時間以上もの間 92K

（2000A での導体臨界温度）を超えており、即時再送電ができないことを示した。一

方、10kA、2sec の場合は超電導部の温度は 76K までしか上昇せず、超電導状態を維

持することができるので、即時再送電が可能であることを示した。 
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第４章では、超電導ケーブル内部で絶縁破壊による地絡が発生した場合、断熱管が

破損し液体窒素が漏洩しないように保護層の検討を行った。尚、地絡電流は 66kV 系

統での最大値である 1.5kA、継続時間 2sec とした。 

 まず、保護層の材料や構成を検討するためにシート試験を行い、アラミド繊維を積

層する構成が保護層に適していることが判った。しかしながら、ケーブルコア試験で

は、シート試験で選定したアラミド繊維の構成では断熱管に見立てたコルゲート管を

保護できず貫通する結果となった。このシート試験とケーブルコア試験との相違につ

いて、地絡時のアークにより構成材料が気化して発生する高温ガスの挙動が影響して

いるとの仮説をたて、保護シートをシート試験の形状に近い縦添えシート試験を行っ

た。その結果、高温ガスの逃げ代が大きくなるほど少ない枚数のアラミド繊維でより

長い時間コルゲート管を保護できることが判り、断熱管を保護する手法として保護シ

ートの縦添え配置が有効であることを示した。この高温ガスの影響を小さくすること

を目的に、アラミド繊維とアラミド紙を組合せた保護層を検討し、シート試験により

1.5kA、2sec で SUS 板を貫通せず、発生エネルギーが最小となる構成を見出した。そ

のアラミド繊維とアラミド紙を組み合わせた保護シートを縦添え配置した試験を行い、

保護シートが 9mm 以上でコルゲート管を保護できることが判った。  

 しかしながら、この厚みでは超電導ケーブルのコンパクト性が失われるので、保護

シートを薄くし断熱管が破損することを許容することとした。そこで、コルゲート管

が破損する地絡条件を調査し、保護シートの厚み 3.6mm と 7.2mm の場合、断熱管

を破損する地絡エネルギーは、それぞれ約 50kJ、100～150kJ であることが判り、断

熱管を破損する目安の地絡エネルギーを得ることができた。 

 次に、断熱管が貫通する場合を想定し、マンホールに液体窒素が漏洩した場合の現

象把握と解析を行った。小型マンホールを使った液体窒素漏洩試験を実施し、床面温

度や内部の圧力変化の実測値が、開発した計算手法による計算結果とよく一致するこ

とを示した。さらに、実規模マンホールの 1/4 モデルのマンホールを用いて液体窒素

の漏洩試験を行い、床面の温度変化や液体窒素の貯液レベルを実測した。それらの結

果が開発した計算手法による計算結果と良く一致することが判り、その計算手法が実

規模マンホールでの解析に有効であることを示した。尚、マンホール内の酸素濃度は

すぐに酸欠レベルになる結果となり、マンホールに入坑する際は万一の事故に備えて

運転を停止するなどの処置を行うべきと考える。 

 

第５章では、実系統に導入した超電導ケーブルにこれらの事故が発生した場合、外

部への影響を軽減する方策や対応について検討した。 

短絡事故時の対応としては、超電導ケーブルに短絡電流が通過した際に発生する圧

力を低減する方策を検討した。第 3 章の 31.5kA/2sec 時のシミュレーションでは、最

大圧力が 3MPaG に達する結果となったが、コルゲート管の弾性限界である 2MPaG を



92 

 

以下に圧力を抑える必要がある。圧力を低減する方策として、リザーバタンクのガス

体積を大きくすることで圧力を抑制できることを見出し、実際にガス体積が 10000L

であれば 2MPaG 以下に圧力が抑えられ、本方策が有効であることを示した。 

また、早期の再送電には、短絡電流を即座に遮断することが有効であり、各短絡電

流において即時再送電が可能な遮断時間を計算により求め、実用されている遮断器で

対応できることを示した。 

 地絡事故時の対応としては、マンホールに液体窒素が漏洩する場合の影響検討を行

い、66kV 級の実際のマンホールで液体窒素の漏洩をシミュレーションし、内圧が

0.3MPaG に達するには約５分かかることが判り、マンホールのふたが飛散するのでは

なく、持ち上がり圧力を逃がすような現象になることが判った。一方、地絡によって

断熱管が貫通しないケースでは、地絡エネルギーにより内部の液体窒素がガス化し、

破裂する危険性が危惧されたが、シミュレーションの結果、圧力上昇は 1.8MPa 程度

であり、断熱管が破裂しないレベルであった。また、長手方向の圧力伝播も 10m ほど

で、1/18 に圧力が低減するので、事故点近傍に影響が限定されることが判った。従っ

て、検討した範囲内では、超電導ケーブルで地絡事故が発生しても公衆災害に繋がら

ないことを示すことができた。 

 

 以上、超電導ケーブルの事故時の現象解析や影響検討を行い、短絡電流通過時の圧

力低減方法や再送電可能な遮断時間を提示した。また、地絡事故の場合、液体窒素の

漏洩は地絡エネルギーの大きさによっては発生するが、マンホールに漏洩しても公衆

災害に繋がらないことを示すことができた。 

 

6.3 超電導ケーブル実用化へ残された課題 

 

 このように事故に対する考察を進めることができたが、超電導ケーブルの実用化に

は、下記に示す残された課題があると考えている。 

 

①冷却システムの安定性、信頼性 

 超電導ケーブルの長期特性に関しては、冷凍機や循環ポンプの信頼性が課題である。

これらの機器が故障すると、超電導ケーブルを冷却できなくなるので、送電を停止せ

ざるを得なくなる。横浜プロジェクトでは、冷凍機やポンプの故障に備え、予備機を

常備させ異常に備えた。これらの低温機器は、約 1 年に 1 回の定期点検が必要である。

従来の電力設備においても定期点検は必要であるが、概ね３年に１回であり、冷凍機、

ポンプのメンテナンス間隔を伸ばしていく必要がある。このように、冷凍機やポンプ

といった低温機器の長期信頼性やメンテナンスに関して、課題があるといえる。 
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②経済性 

 超電導ケーブルの特徴はコンパクトな形状で大容量の電力を送ることである。1.2

節で記述したように、超電導ケーブルを建設する費用は、同じ容量の電力を送電する

従来ケーブルに比べて安価でないと、その導入ケースは増えていかないと考えられる。

1.2 節で示したように、建設コストの比較には、洞道や管路などの土木費を含んだ比

較となるため、国や場所によって異なり、それぞれの適用箇所によって詳細なコスト

計算が必要になる。 

 一方、超電導ケーブル自身のコストも低減していく必要がある。現在、BSCCO 線材

の価格は、10\/Am といわれており、図 1.2.1-3 に示す通り、建設コストを低減する

ためには、線材の価格を現状の 1/2 程度に引き下げる必要がある。線材メーカでは、

価格低減に向けて取り組んでおられ、近い将来 5～6\/Am は実現できるものと期待さ

れる。 

 ランニングコストに関しては、超電導ケーブルに発生する熱量を冷却する冷凍機の

電気代が低減をすることが課題である。超電導ケーブルでは、2.2 節で述べた交流損

失の低減が重要となる。また、本稿では取り上げなかったが、断熱管からの侵入熱低

減が重要となる。この侵入熱は送電電流に関わらず一定であるため、常に冷却が必要

な熱量である。横浜プロジェクトでは、断熱管の侵入熱は 2.5W/m であったが、その

後の開発で 1.8W/m が達成できている。 

 一方、冷凍機の効率向上も必要である。横浜プロジェクトのスターリング冷凍機に

おいて、77K での発熱 1W を冷却するための冷凍機動力は、約 25W で、その COP は、

約 0.04 であった。図 1.2.1-4 に示すように、冷凍機の COP が 0.1 であれば、超電導

ケーブルの送電損失は、従来の 1/2 程度に削減できる。冷凍機の COP については、横

浜プロジェクトにおいて、ブレイトン冷凍機が開発され、その COP が 0.1 近くである

ことが示されている。 

 このように経済性については、現状は従来ケーブルと比べてまだ十分低コストであ

るといえないが、その開発は進められており、近い将来達成できるものと考えられる。

また、場所によっては、経済性できまるのではなく、超電導ケーブルしか適用でいな

い場所もあると考えられ、そういったケースから超電導ケーブルの適用が始まってい

くと思われる。 

 

 本研究では超電導ケーブルの実用化に向けて事故時の安全性確保に関して焦点を当

て、各種試験、シミュレーション、考察を行い、事故時の現象把握とその対策案を示

した。現在、世界各国で超電導ケーブルの実証試験が実施されているが、この安全性

に対する課題に対して十分な検討や検証を行っている研究機関は少なく、本研究成果

が超電導ケーブルの実用化の一助になれば幸いである。 
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付録  長尺超電導ケーブルのシミュレーション手法 

 

 長作超電導ケーブルシステムにおける短絡事故の影響を評価するため、短絡事故時

の超電導ケーブルの温度や圧力を模擬する解析コードの開発が必要であった。ここで

は早稲田大学が開発した計算コードについて説明する。 

 

(1) 温度解析手法(1)(2) 

 66kV 級超電導ケーブルは三心のケーブルコアが、断熱管内に収納される三心一括型

構造である。ケーブルコアは中心から順に、銅フォーマ、超電導導体層(以下、HTS 導

体層)、絶縁層、超電導シールド層(以下、HTS シールド層)、銅シールド層、保護層を

持つ。絶縁層には PPLP、保護層にはクラフト紙を使用している。 

 解析に際して構造・物性を細分化して設定すると、計算が煩雑となるため、構造や

各部の物性値などを考慮し、以下の 3 つの仮定を設けることで計算を簡略化する。 

 (a) 銅フォーマ/HTS 導体層、及び HTS シールド層/銅シールド層をそれぞれ銅の導

体層、銅のシールド層と見なす。 

 (b) 銅の熱伝導率が十分大きいとし、導体層及びシールド層の温度は径方向で一様

とする。 

 (c) 絶縁層・保護層の熱伝導率は銅に比べて極めて小さいとして長手方向の伝熱を無

視する。 

 モデルケーブルの断面図について、仮定(a)と併せて付図-1 に示す。 

温度解析はケーブルを長手方向に分割し、各要素で半径方向と長手方向の 2 次元で実

施した。付図-2 にケーブル長手方向の断面図と熱の流れを示す。また、付表-1 に使用

した値を示す。横軸が長手方向、縦軸が半径方向であり、添え字の r、l はそれぞれ半

径方向と長手方向の熱の流れを示す。c、p、s、w は、それぞれ導体層、PPLP、シー

ルド層、ケーブルコア壁面を示し、j は短絡事故によるジュール熱を示す。Qh はコル

ゲート管外部からの侵入熱、Qht はケーブルコア壁面から冷媒液体窒素に伝わる熱伝達

を表している。 

付表-1 温度解析のパラメータ 

記号 項目 値 

r0 導体層の半径 12.38 mm 

r1 絶縁層の半径 19.95 mm 

r2 シールド層の半径 22.09 mm 

r3 保護層の半径 23.00 mm 

r4 断熱管内管の内径 53.50 mm 

kp PPLP の熱伝導率 0.05 W/m/K 

F ファニングの摩擦係数 0.0175 
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付図-1 超電導ケーブルの断面図 

 

 

付図-2 ケーブル内の熱の流れ 

 

 付図-2 における各熱量の関係は、短絡電流通過時の導体層、シールド層の各熱伝導

方程式として、(付-1)式、(付-2)式として表すことができる。 
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 𝜌𝑐𝑢𝑐𝑐𝑢

𝜕𝑇𝑐

𝜕𝑡
= 𝑘𝑐𝑢

𝜕2𝑇𝑐

𝜕𝑥2
+ 𝑄𝑗𝑐 − 𝑄𝑟𝑐𝑠 + 𝑄𝑙𝑐 (付-1) 

 𝜌𝑐𝑢𝑐𝑐𝑢

𝜕𝑇𝑠

𝜕𝑡
= 𝑘𝑐𝑢

𝜕2𝑇𝑠

𝜕𝑥2
+ 𝑄𝑗𝑠 + 𝑄𝑟𝑐𝑠 − 𝑄𝑟𝑠𝑤 + 𝑄𝑙𝑠 (付-2) 

 式中の T は温度、ρは密度、c は比熱、k は熱伝導率を示す。(付-1)式、(付-2)式の

熱伝導方程式は、径方向の熱のやり取りは外部からの熱量として式に挿入し、周方向

に温度分布は無いと仮定し、長手方向一次元の非線形熱伝導方程式とみなす。有限差

分法でこれを解くことで各部の温度を導き出すことができる。また、付図-2 の各熱量

は以下の(付-3)式～(付-7)式で導かれる。ただし、Qjc、Qjs、Qh はそれぞれ導体層の

発熱、シールド層の発熱、断熱管の侵入熱であることから、定数として与える。 

 

 𝑄𝑟𝑐𝑠|𝑡−∆𝑡
𝑛 =

2𝜋𝑘𝑝(𝑇𝑐|𝑡−∆𝑡
𝑛 − 𝑇𝑠|𝑡−∆𝑡

𝑛 )

ln (
𝑟1
𝑟0

)
 (付-3) 

 𝑄𝑟𝑠𝑤|𝑡−∆𝑡
𝑛 =

2𝜋𝑘𝑝(𝑇𝑠|𝑡−∆𝑡
𝑛 − 𝑇𝑤|𝑡−∆𝑡

𝑛 )

ln (
𝑟3
𝑟2

)
 (付-4) 

 𝑄𝑙𝑐|𝑡
𝑛 =

𝑆𝑐

𝑑𝑙
𝑘𝑐𝑢{(𝑇𝑐|𝑡−∆𝑡

𝑛−1 −𝑇𝑐|𝑡−∆𝑡
𝑛 ) − (𝑇𝑐|𝑡−∆𝑡

𝑛 −𝑇𝑐|𝑡−∆𝑡
𝑛+1 )} (付-5) 

 𝑄𝑙𝑠|𝑡
𝑛 =

𝑆𝑠

𝑑𝑙
𝑘𝑐𝑢{(𝑇𝑠|𝑡−∆𝑡

𝑛−1 −𝑇𝑠|𝑡−∆𝑡
𝑛 ) − (𝑇𝑠|𝑡−∆𝑡

𝑛 −𝑇𝑠|𝑡−∆𝑡
𝑛+1 )} (付-6) 

 𝑄ℎ𝑡 = 2𝜋𝑟3ℎ𝑡(𝑇𝑤 − 𝑇𝐿𝑁2) (付-7) 

 

dl は要素長、Tw はケーブルコア表面温度、TLN2 は冷媒液体窒素の温度を示す。r0~r3

は付表-1 に示す通りである。ht はケーブルコア表面から冷媒液体窒素への熱伝達係数

を示す。冷媒の流れは乱流であるため ht は(付-8)式で導かれる。 

 

 ℎ𝑡 =
0.023𝑃𝑟0.4𝑅𝑒0.8𝑘𝐿𝑁2

𝐷𝑒
 (付-8) 

Pr、Re はそれぞれプラントル数、レイノルズ数を示し、De は水力直径を示す。 

 ケーブルコア壁面温度は、保護層における半径方向熱流速が壁面における冷媒への

強制熱伝達による熱流束と等しいと仮定して導き出す。冷媒の物性値は流体の特性を

計算するコンピュータプログラムである GASPAK を用いて計算した。GASPAK は二つ

のパラメータ（圧力、温度、エンタルピー等）を入力することで、その他の物性値を

出力するものであり、本研究ではエンタルピーと圧力を入力パラメータとした。事故

発生から t 時間後の n 番目の要素におけるエンタルピーH 及び圧力 P を導く式をそれ

ぞれ(付-9)式、(付-10)式に示す。 
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 𝐻|𝑡
𝑛 = 𝐻|𝑡−∆𝑡

𝑛 +
2𝑄ℎ𝑡|𝑡−∆𝑡

𝑛 + 𝑄ℎ

𝑉𝐿𝑁2 𝜌𝐿𝑁2|𝑡−∆𝑡
𝑛 ∆𝑡 +

𝑣|𝑡−∆𝑡
𝑛

𝑑𝑙
∆𝑡(𝐻|𝑡−∆𝑡

𝑛−1 − 𝐻|𝑡−∆𝑡
𝑛 ) 

(付-9) 

 𝑃|𝑡
𝑛 =  𝑃|𝑡

𝑛−1 −
2𝑓 𝜌𝐿𝑁2|𝑡

𝑛−1(𝑣|𝑡
𝑛−1)2𝑑𝑙

𝐷𝑒
  (付-10) 

 

VLN2 は冷媒液体窒素の要素体積、ρLN2 は冷媒の密度、v は流速、f はファニング摩擦

係数をそれぞれ表す。 

 

(2) 圧力解析手法(3) 

 (付-10)式はケーブル長手方向における圧力損失を示すものである。しかし、実際の

ケーブルシステムでは、長手方向に対する圧力変化の他、システム全体のベース圧力

が変化することが考えられる。これは、ケーブルシステムは閉ループ内に液相部と気

相部を有すること、短絡事故時に液相部の温度が上昇し体積膨張を起こすことで閉ル

ープ内の気相部が逆に圧縮され、圧力が上昇し得るためである。このような圧力計算

はケーブル部だけではなく、端末部や冷却システムの構成も考慮する必要がある。 

 付図-3 に端末部や冷却システムを考慮したケーブルシステムの概略図を示す。ケー

ブル入口部の冷媒圧力 Pin を求めた後、(付-10)式を長手方向に順次適用することでケ

ーブル全体の圧力を求めることができる。よって、(付-11)式を用いて入口部の冷媒圧

力を求める。 

 

 

付図-3 ケーブルシステム概略図 
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 𝑃𝑖𝑛 =
𝑃0

1 − ∆𝑉𝐿𝑖𝑞/𝑉0
 (付-11) 

 

Δ𝑉Liq は初期状態を基準としたときの冷却システム全体における液体体積変化量、𝑉0

は初期状態での冷却システム全体における気体体積を表している。 

 Δ𝑉Liq を求めるために、付図-3 で示した部分の冷媒の温度変化を算出し、そこから冷

媒の密度変化を求めた。また、気化や凝縮による冷媒の物質量の変化が存在しないと

仮定し、密度変化から体積変化を求めた。このとき、入口端末（Terminal B）部の体

積変化は初期条件で冷媒温度一定のため考慮していない。 

 出口端末の冷媒温度は、ケーブル部出口地点の冷媒が流量分だけ出口端末部に流れ

込み、端末内からは流量分だけ流れ出て、端末内で流れ込んだ冷媒が瞬時に混ざり温

度は均一になるという仮定のもと以下の(付-12)式を用いて計算した。 

 

 
𝑇𝐿𝑁2|𝑡

𝐴 =
𝑇𝐿𝑁2|𝑡−∆𝑡

𝐴 × (𝑉𝐿𝑁2|𝑡−∆𝑡
𝐴 − 𝑉𝐿) + 𝑇𝐿𝑁2|𝑡−∆𝑡

𝐿𝑒𝑛𝑑 × 𝑉𝐿

𝑉𝐿𝑁2|𝑡−∆𝑡
𝐴  (付-12) 

 ただし、添え字 A は出口端末（Terminal A）、Lend はケーブル出口部分を表し、

VL は刻み時間での流量を示す。これにより、求めた冷媒温度と冷媒圧力を使って

GASPAK より出口端末の冷媒密度をそれぞれ算出する。そして、求めた冷媒密度から

(付-13)式でそれぞれの冷媒体積を求めている。また、ケーブル部の n 番目の要素での

冷媒体積の求め方を(付-14)式に示す。 

これらにより、各部、各時間における体積を求めることができる。このように、各部

の液体窒素の時間ごとの体積が求めることができるので、それらの総和から Δ𝑉Liq 

求めることができ、(付-11)式の Pin を求めることができる。 

 

 𝑉𝐿𝑁2|𝑡
𝐴 = 𝑉𝐿𝑁2|𝑡−∆𝑡

𝐴 ×
1 𝜌𝐿𝑁2|𝑡

𝐴⁄

1 𝜌𝐿𝑁2|𝑡−∆𝑡
𝐴⁄

 (付-13) 

 𝑉𝐿𝑁2|𝑡
𝑛 = 𝑉𝐿𝑁2|𝑡−∆𝑡

𝑛 ×
1 𝜌𝐿𝑁2|𝑡

𝑛⁄

1 𝜌𝐿𝑁2|𝑡−∆𝑡
𝑛⁄

 (付-14) 
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